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はじめに
現静岡市（以下「静岡市」とする）は，旧清水市と旧静岡市が合併し2003年5月に発足した。
2005年4月には，政令指定都市化を目指している。「政令指定都市」は，この間の“平成の
「大合併」”の静岡市の終着点であるが，国と地方の税財政改革である所謂「三位一体の改革」
（地方向け補助金の削減，国から地方への税源委譲，地方交付税交付金の圧縮）の中での一つ
の終着点でもあり，また，考え方によっては「通過点」でもありうる。この意味では，静岡市
の財政分析は，旧清水市，旧静岡市のこれまでの財政のありようと問題点を確認するとともに，
将来，政令指定都市になった後の静岡市財政のありようを予想することもその内容として含ま
なければならない。この目的のために，本稿では静岡市に先行して2003年5月に政令指定都市
となったさいたま市を取り上げ，その予算分析を通して静岡市の将来の財政（予算）を占うと
ともに，予算策定過程への市民参加という問題についても考えていくことにする。
1.地方財政危機と「三位一体の改革」の関係
(1)創り出された「地方財政危機」
1990年代初頭において，わが国地方自治体はその財政面において総じて黒字を維持し，国
の財政赤字に対し，「健全」な状態を示していた。しかし，バブル経済が弾け，国内企業の海
外移転と国内工場の閉鎖・移転が進む中で，地方自治体の財政収人も減少し始め， 1990年代
半ばには地方財政危機が全国レベルで叫ばれる状態になった。所謂ものづくり・雇用の「空洞
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化」が地方財政にも拡がったと言えるであろう。
財政面に限定すれば，豊かな自治体の財政を出動させて，その内需によりバブル破綻後の国
内経済を下支えさせ，あわよくば景気反転の契機としたいと考えていたと推察される。公的支
出（公共事業）であれ，民間投資であれ，それは「開発」もしくは「再開発Jという形で地域
に「活力」を生み出すという文脈で，行政の側からも「自立自助」「自己責任」を強く要求し
てきた市民に事業目的の合理性を納得してもらうものでなければならなかった。
実際，地方の財政出動への疑問を生み出さないどころか，むしろ積極的に支持を生み出しブ
ームを創り出していくという手法は，具体的には以下のような形で進行してきている。
1980年代後半のリゾート開発，その後のワールドカップ会場誘致のための「サッカースタ
ジアム」建設競争，そして，今は「合併・中核都市・政令都市化」による「高次機能集積都市」
の建設や一体的な「都市計画」や「土地利用」である。
その後，これらは，第三セクター問題やワールドカップ後の低利用率に伴う赤字問題を露呈
し，その建て直しのためのキック・オフを余儀なくされているのである。
以上のように，現在の地方財政危機は国により創り出されたものであることを確認しておく
ことは重要である。皮肉にも財政支出面では「地方分権」が実現し，財政負担は転嫁されてい
たとも言えるのである。もっとも，国の方も飴を用意していた。それは，地方の自主財源を基
にした起債に対し，国が地方交付税交付金で後年度負担を約束していたことであり，残された
問題は飴がいつ無くなるか，すなわち，事後的にどの程度補填し続けられるかということにな
ったのである。そして，地方交付税交付の維持は，国の地方に対する財政上のコントロールと
いう重要な機能もあわせもっていた。
(2)地方分権改革と「三位一体の改革」
地方分権改革は，「国と地方の役割分担を明確にし，地方の自己決定の範囲を拡大し，地方
の自立性を高めること」を目標にしている。（地方分権改革推進会議「地方公共団体の行財政
改革の推進等行政体制の整備についての意見j2004年5月12日）それは，単に財政運営に関
わるものに限定されているわけではない。
国が，「国家としての存立し関わる事務や全国的な規模・視点で行われることが不可欠な施
策や事業の実施など国が本来果たすべき役割を重点的に担うことが可能」になるように，地方
公共団体には「地域の総合的な行政主体として， 自主的・自立的な判断に基づいて住民に身近
な行政を効率的に処理すること」を可能にするという訳である。
また，地方分権改革推進会議は，以下の5つの改革方向を提示していた。
① 国と地方の役割分担の適正化：ナショナル・ミニマムの達成からローカル・オプテイマ
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② 地域における行政の総合化
③ 地域の創意工夫の発揮と知恵とアイデイアによる地域問競争
④ 地方における自立的な財政運営が可能なシステムの形成
⑤ 国の決定についての地方の参画の確保
こうした方向性を前提に，国の関与を廃止・縮減し，地方公共団体の自己決定が可能となる
領域を拡大して，国庫補助負担金の改革，税源委譲を含む税源配分の見直し及び地方交付税の
改革が所謂「三位一体の改革」についての意見として求められてきたのである。
地方分権改革推進会議は，「地方の自由度の拡大」「住民自治の拡充と効率的行財政運営jと
ともに「地方行財政体制整備」を諮問事項の内容として審議してきたのであるが，そこでは
「基礎自治体（市町村）」の中でも，特に，地域経済の中核である政令指定都市や中核都市等の
都市の担う役割の大きさが強調されている。基礎自治体は，住民に身近な福祉，保健衛生，教
育，まちづくり等を担っており，住民参加の機会を広げる面と効果的・効率的なサービス供給
の達成が見込まれるという点の優位性をもつ存在として位置づけられとともに，合併により規
模と能力の拡大した政令指定都市や中核都市等の都市基礎自治体には，一層の権限委譲の推進
が求められるとしている。
白藤博行氏が指摘するように，この間構想され，また議論されてきた「分権型国家」もしく
は「分権型社会」は言い換えれば「協働型国家」「協働型社会」であり，単純な中央集権型国
家批判ではすまされない構想段階にあると言えよう 1)。であるとすれば，「公私協働」の行政
スタイルが，新たな「ガバナンス（統治）」の観点を提示していることを掴み，ガバナンス
（統治）のシステム作りとそれへの市民参加， また，予算プロセス（予算策定 ⇒ 事業評
価・決算評価 ⇒ 次期予算策定 ⇒ 予算策定）への市民参加プロセスやサイグルを構想す
ることも重要な課題となる。
以上のように，「地方行財政体制整備」は「地方分権改革」は「地方構造改革」とも呼びう
るものであり，いわんや財政面での「三位一体改革」に置き換えられるものではない。それは
住民・市民の基礎自治休への計画・執行・評価・監査というプロセスヘの参加の制度化と主体
の形成を地道に行っていかなければならない息の長い取り組みなのである。
創り出された地方財政危機の下，行財政のスリム化を当然視する「効率性」に偏した「行政
、、、、、、、、
改革」あるいは「ニュー・パブリソク・マネジメント NPM」に影響され，地方自治のスリム
化までが当然視されるとすれば，それは本末転倒であり，それを避けるためにはこの動きを
「地方分権改革」という広い視野で捉え，財政面での住民の統冶（自治）能力を高めることが
不可欠である 2)。
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2. 旧清水市 ・旧静岡市の財政分析ー1992年度～2002年度
本章では，合併前の旧i青水市並びに旧静岡市の財政分析を行う 。対象期間は1992年度 (H.4)
~2002年度 (H.14)
期不況」のなかで，
の10年間である。バブル経済が弾け， 国内産業の空洞化が進行する 「長
二つの市は財政上の健康度を損なってきたことを確認していくことにする。
もっとも財政上の健康度はフ ロー とストックという 2面で見る ことが必要である。すなわち，
財政バランスや基金の積立 • 取崩し ， 起債などのやり繰りといったフ ローの側面からのアプロ
ーチとその帰結としての債務残高の確認というストック面でのアプローチである。
以下では，財政規模，財政バランス， やり繰り，地方債現在高や債務負担行為額などを見た
うえで， いくつかの財政指標を用いて，旧／青水市，旧静岡市の財政状況の推移と合併前夜の状
況を確認していくことにする。
(1)旧清水市の財政状況
A. 財政規模の推移
旧／青水市の財政バランスは，表2-1，図2-1に示されている。一般会計の財政規模は歳入・歳
表2-1 旧清水市実質収支推移 （単位 ：千円）
1992年度 1993年度 194年度 1995年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
H4 H,5 H.6 H7 H8 H9 H.10 H 1 H.12 H.13 H.14 
歳入稔額 67,158,704 79,804,630 72,659,030 67,793,346 69,905,71 70,95,049 73,828,878 78,29,26 79,462,258 79,732,22 76,120,026 
歳出総額 63,573,485 75,127,41 69,726,409 65,456,976 67,639,023 68,632,767 71,038,465 75,37,963 75,870,234 7,402,351 71,386,25 
歳入歳出差引額 3,585,219 4,67,219 2,932,621 2,36,370 2,26,748 2,32,282 2,790,413 2,891,263 3,592,024 2,329,871 4,73,801 
翌年度繰越財源 140,090 264,759 156,217 403,856 347,197 270,784 808,932 451,423 519,815 42,201 2,710,573 
実質収支 3,45,129 4,412,460 2,76,404 1,932,514 1,919,51 2,051,498 1,981,481 2,439,840 3,072,209 1,87,670 2,023,28 
単年度収支 598,234 967,31 ←1,636,056 -843,890 -12,963 131,947 -70,017 458,359 632,369 -1,184,539 135,58 
積立金 6,41 20,861 1,21,363 14,795 7,71 329,14 360,749 2,691,939 807,62 21,170 5,508 
繰上償還額
゜ ゜゜
203,20 90,170 926 49,973 
゜
24,15 
゜゜積立金取崩額 200,00 ゜゜
0 1,30,000 1,10,00 
゜゜゜
0 4,643,272 
実質単年度収支 464,645 988,192 -414,693 -625,895 ←1,215,082 -638,013 340,705 3,150,298 1,64,146 -973,369 ←4,502,206 
（出所）清水市 『決算状況』各年度版より筆者作成
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図2-1 歳入・歳出・同差額の推移（旧清水市）
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出いずれでみても同様の動きを示している。そこで，歳人ベースで見てみると，
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1992年度の
671.6億円から 1993年度には17.4％の大幅増，額にして117億円増の798億円と 800億円に届く
市財政上最大規模となった。 しかし，翌1994年度には72億円減の726.6億円となり， 1995年
度は48.6億円減の678億円とこの10年間で最小の規模となった。その後， 2001年度までは増
加傾向が続いていることが分かる。合併前年の2002年度は761億円となっていた。
?
3つの財政バランス （財政収支）
1)実質収支
こうした財政規模の動きがあった10年間を，実質収支，単年度収支，実質単年度収支とい
う3つのバランスで見てみたのが図2-2である。 ここに実質収支とは，歳入総額から歳出総額
を引き， さらに翌年度繰越財源を控除したものであり，地方自治体の財政余剰（プラスであれ
ば純情よ， マイナスであれば純損失） を示している。
旧清水市は，実質収支の黒字額が1992年度から翌1993年度にかけて10億円弱増加したもの
の， それ以降1998年度まで減少傾向が続き， 1998年度は19.8億円と 1993年度の44.1億円の半
分以下となった。その後， 1999年度には24.3億円， 2000年度には30.7億円と黒字額が再び増
加したが， 2001年度には18.8億円と再び20億円を切り，
で合併を迎えることとなった。
翌2002年度の20.2億円という黒字額
図2-2 旧清水市の財政収支
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2)単年度収支
単年度収支とは， 当該年度の実質収支から前年度の実質収支を引いたものであり，当該年度
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のみの実質的な収入と支出の差額を示すものである。
旧清水市は，単年度収支は1992年度から翌1993年度において黒字であったが，実質収支の
減少傾向が続いた1994年度から 1998年度の間は1997年度を除きすべて赤字であった。その後，
1999年度は黒字となり，翌2000年度も黒字を続けたが， 2001年度には再び12億円の赤字とな
っに 2002年度はかろうじて1.4億円の黒字となってはいるものの，財政状態の悪化は読み取
れる。こうしてみると，既に見た2002年度における実質収支の20.2億円の黒字は，旧清水市
の財政状態の悪さを必ずしも反映していなかったといえる。
3)実質単年度収支
実質単年度収支とは，積立金の積立や過去の債務の繰上償還さらには積立金の取崩しなどの
要素を単年度収支から取り除いたもので，これらの措置がとられなかった場合の実質的な単年
度収支を示すものである。積立金の積立や過去の債務の繰上償還あるいは積立金の取崩しとい
った財政上の遣り繰りがもし行われなかったならば，どのような財政バランスになっていたか
を示すものである。
旧清水市の実質単年度収支は，単年度収支同様1992年度から翌1993年度にかけては黒字で
あったが，実質収支の減少傾向が続いた1994年度から 1998年度の間は1997年度まで赤字が続
き， 1998年度に34億円の黒字となった。その後， 1999年度も 31.5億円の黒字，翌2000年度も
16.6億円の黒字を続けたが， 2001年度には再び9.7億円の赤字となり， 2002年度は大幅に赤字
額を増やし， 45億円の赤字となっていた。
実質単年度収支の動きは，旧清水市の財政バランスの悪化をもっとも明確に示してくれてい
る。
以上3つのバランスでみてみると． IEl清水市の財政は1994年度から危険信号が点灯し始め，
1998年度から 1999年度まではバランスでは小康状態が続いたものの， 2000年度を境に再び悪
化してきたと言えよう。
4)やり繰りの中味
それでは，旧清水市のやり繰りはどのように行われたのであろうか？ここにやり繰りとは，
積立金の積立や過去の債務の繰上償還あるいは積立金の取崩しであるがこうしたやり繰りの動
きを示したのが図2-3である。
先ず，ここから分かることは，積立金積立の1994年度の突出と 1997年度から 2000年度まで
の持続である。 1994年度には歳入が減少しているなかで12.2億円の積立が行わ杓， 1997年度
からは歳入が増加するなか3.3億円， 3.6億円 (1998年度）， 2.7億円 (1999年度）と 3億円前後
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図2-3 積立金・繰上償還額・ 積立金取崩額（旧清水市）
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の積立がなされた。そして， 2000年度には8.1億円もの積立が行われている点が目立つ所であ
る。
繰上償還は， 1995年度に約2億円行われたが， 1996年度以降1998年度までは少額に止まり，
1999年度には行われなかったが， 2000年度に再び2.2億円ほどが償還され， 2001年度， 2002年
度は償還はゼロであった。
いえよう 。
この10年間を通じて，繰上償還にはそれほど熱心ではなかったと
それでは，積立金の取崩しはどうであろうか？
図2-3には示されていないが，実質単年度収支が赤字となった1991年度には6億円の取崩し
が行われていた。そして， 図2-3にあるように1992年度も 2億円の取崩しが行われた（表2-1参
照）。その後， 1993年度から 1995年度までの3年間には取崩しは行われなかったが， 1996年度
には13億円， また翌1997年度には11億円という巨額の取崩しが2年連続でなされた。
とりわけ1996年度はこうした取崩しが行われなかったならば，実質単年度収支が示すよう
な12億円の赤字となっていた訳であるから「非常事態」であった。また 1997年度は一方で11
億円の取崩しを行いながら，他方では3.3億円の積立を行うという遣り繰りとなっているのが
特徴である。その後， 1998年度から 2001年度までは取崩しゼロの状態が続いたが， 2002年度
には46億円の取崩しを行うという 「異常事態」 となっているのが旧清水市の財政悪化を象徴
的に示している。合併を余儀なくされた背景が浮かび上がってくるのである。
C.市税収入の推移ー主税源は固定資産税と市町村民税（個人分）
旧清水市の歳入に占める地方税の割合は，1992年度において58.1％であったが， 2002年度
には49.0%と19.1ポイントの大幅な低下となったが，額としては390億円から 373億円への17
億円の低下であった。
これを税別に見ると，歳入額において固定資産税が一番大きく，次いで市町村民税の個人分，
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表2-2 旧清水市市税税別歳入額の推移 （単位：千円）
192年度 193年度 194年度 195年度 196年度 197年度 198年度 199年度 2000年度 201年度 2002年度
H.4 H.5 H.6 H.7 H8 H9 H 10 H.1 H 12 H 13 H 14
前町村民税 個人分 14,274,835 14,24,540 12,14,935 12,510,941 12,34,941 13,518,826 1,937,040 1,63,401 10,858,04 10,796,742 9,87,423 
市町村民税 怯人分 4,826,438 4,231,84 3,83,749 4,042,40 3,759,480 3,680,971 3,25,573 3,14,079 3,420,020 3,468,05 2,53,961 
固定資産税 15,367,895 15,794,276 16,541,607 17,268,98 17,783,485 18,378,968 19,084,971 19,579,832 19,38,714 19,438,32 19,513,079 
都市計画税 3,13,749 3,257,912 3,423,568 3,61,629 3,743,912 3,618,195 3,72,539 3,816,903 3,704,24 3,743,72 3,707,523 
軽自動車税 18,731 191,509 196,838 203,839 21,562 219,265 25,956 230,297 240,743 252,639 260,42 
祁I村たばこi肖費札 1,072,891 1,085,347 1,089,082 1,098,060 1,087,186 1,276,389 1,29,640 1,424,835 1,429,94 1,417,810 1,373,656 
特別土地保有税 181,598 190,158 239,631 203,252 186,984 103,62 47,818 37,826 25,89 17,32 10,971 
入楊税 1,022 58 452 438 153 187 421 180 153 
合 計 39,046,137 38,975,626 37,40,432 38,939,717 39,108,02 40,796,674 39,573,690 39,897,360 39,017,959 39,134,752 37,27,208 
（出所） 同前
図2-4 旧清水市税別市税の推移
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さらに近年では都市計画税そして市町村民税の法人分という順位になっている
参照）。
（表2-2, 図2-4
これを税別の推移を構成比で見ると，固定資産税は1992年度の39.4％から翌1993年度には
40.5%と40％台に乗り， その後も増加傾向が続き， 2002年度には52.3％となり，市税の半分
以上を占める税源となった。1992年度に比し12.9％の増加となっている
表2-3 旧清水市市税構成比の推移
（表2-3参照）。
（単位： ％） 
1992年度 1993年度 194年度 195年度 1996年度 197年度 198年度 199年度 2000年度 2001年度 202年度
H.4 H.5 H.6 H.7 H.8 H.9 H.10 H.1 H.12 H.13 H.14 
前訂廿民税 個人分 36.6% 365% 32.4% 32.1% 315% 3.1% 30.2% 29.2% 27 8% 276% 265% 
市町村民税 法人分 12.4% 10.9% 10,2% 104% 9.6% 9.0% 8 2% 7 9% 8.8% 8.9% 6.8% 
固定資産税 39.4% 405% 4.2% 4.3% 45.5% 451% 48.2% 49.1% 49.6% 49.7% 52.3% 
都市計画税 8.0% 8.4% 9.1% 9.3% 9.6% 8.9% 9.4% 9.6% 9.5% 9.6% 99% 
軽自動車税 0.5% 05% 0,5% 0.5% 0.5% 0.5% 06% 0.6% 06% 0.6% 0.7% 
相rtたばこ梢賢札 2.7% 2.8% 2 9% 2.8% 2.8% 31% 33% 3.6% 3.7% 3.6% 3.7% 
特別土地保有税 0.5% 0.5% 0.6% 0.5% 0.5% 0.3% 01% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 
入楊税 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 00% 00% 
合 計 100 0% 10.0% 1000% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 1000% 10.0% 10.0% 
（出所） 同前
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また，市町村民税の個人分は， 1992年度の36.6％から逓減傾向が続き， 1999年度に29.2%
と30％を割った後， 2002年度には26.5%となった。1992年度に比べ10.1％の低下となってい
る。都市計画税は1992年度には8.0％を占める程度であったが， 2002年度には9.9%と1割近
くを占めるようになった。これに対し，市町村民税の法人分は1992年度では12.4％を占めて
いたが，その後，低下傾向が続き， 2002年度には6.8％となり，都市計画税を下回るという状
況になっている。バブル経済後の産業活動の停滞がここにも示されている。
総じて，旧i青水市は固定資産税と市町村民税の個人分に依存するという型が明確になってき
ているといえよう 。
D.積立金・地方債・債務の推移
次に旧清水市の財政状況を積立金現在高，地方債現在高や債務負担行為額といったストック
で確認してみることとする（表2-4, 図2-5参照）。
a．積立金現在高
b地方債現在高
C．債務負担行為額
d.(=b+c)合計
遺金・貯金比卑
(= d/a) 
f．歳入総額
g地方債現在裔／
歳入総碩
h．借金／歳入総額
（出所）同前
表2-4 積立金・地方債の現在高及び債務負担行為額の推移（旧清水市）
（単位 ：千円，％，倍）
192年度 193年度 194年度 195年度 196年度 197年度 198年度 199年度 2000年度 201年度
3,761,605 4,147,232 5,64,018 5,930,567 4,286,603 3,856,954 4,257,97 ,270,393 9,161,150 1,814,546 
46,876,32 62,152,436 70,27,947 73,856,065 7,690,98 2,213,759 86,520,074 8,487,182 92,03,960 97,404,283 
8,792,729 10,521,230 7,173,841 8,434,672 7,672,412 1,509,795 12,40,230 10,456,696 12,510,553 12,085,689 
5,69,061 72,673,666 7,401,78 82,290,737 85,363,410 93,723,54 98,920,304 98,943,878 104,54,513 109,489,972 
14.8 17.5 13 7 13.9 19.9 24.3 23.2 10.7 114 9.3 
67,158,704 79,804,630 72,659,030 67,793,346 69,905,71 70,95,049 73,828,878 78,29,26 79,462,258 79,732,22 
0.70 078 0.97 109 1.1 1.16 117 113 116 122 
083 0.91 107 121 122 132 134 126 1.32 137 
図2-5 積立金・地方債現在高・債務負担行為（旧清水市）
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（出所）同前
年度
口積立金
■地方債現在高
口債務負担行為額
2002年度
5,01,262 
96,328,917 
6,963,84 
103,292,801 
％ 
20.7 
76,120,026 
1.27 
1.36 
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1)積立金現在高
旧消水市の積立金積立の特徴は1994年度の積立金積立の突出と 1997年度から2000年度まで
の持続にあった。その取崩しの動きとの相関の中で，結局，積立金残高は1992年度から 1998
年度までは37億円から60億円の間を大きく上下し， 1999年度以降2001年度まで3年間は90億
円から 118億円台という高水準を持続していたが， 2002年度は46億円の取崩しもあり， 50億
円と 1994年度の56億円も下匝ることになった。
2)地方債現在高の推移
地方債現在高は図2-5が明確に示しているように著増傾向となっている。 1992年度には468.7
億円であった残高は，翌1993年度には621.5億円， 1994年度には702億円と 700億円台になり，
1997年度には822億円， 2000年度には920億円となり，合併直前の2002年度では963億円に膨
れ上がった。
この地方債現在高の異常さは，歳人総額と比べてみることても確認できる。
1992年度には0.70倍と 1倍を下回っていた地方債現在高の歳入に占める割合は， 1994年度に
は1.09と1倍を超え，以降も増加が続き 2002年度には1.27倍となった。 1年間の歳入の3割近
くの額に相当する地方債という借金があるという訳である。
3)債務負担行為額の推移
旧清水市の場合，債務負担行為額は対象期間の当初から高い水準にあり，その後も，上下の
変動はあるものの， 1997年度以降2001年度まで100億円を超える額で推移していた。しかし，
2002年度は69.9億円と低い水準となった。
しかしながら，地方債現在高と債務負担行為額を加えた「借金」は1992年度の556.7億円か
ら2002年度には1032.9億円とほぽ倍増している。また，この「借金」の歳入に占める比率は
地方債現在高同様3割強となっている。すなわち，その推移は1993年度にいち早く 1倍を超え
1.07倍となり， 2002年度には1.36倍となっている。
E. 財政指標の推移と財政診断
以下では，旧清水市の財政状態を財政指標で診断してみることにする。
1)財政力指数
旧清水市はその財政力指数が1992年度から 1996年度までは1を超えており，地方交付税の
不交付団体であったが， 1997年度からは1を下回り，地方交付税の交付団体に転落し，その後
も2002年度の合併直前まで低下傾向が続いた（表2-5参照）。すなわち， 1992年度の1.032から
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表2-5 財政力指数・公債費比率．起債制限比率（旧清水市）
192年度 1993年度 19-l年度 1995年度 1996年度 1997年度 I1998年度！ ］999年度 I2000年度： 201年度 2002年度
H4 H.5 H.6 H.7 H,8 H9 : H.10 H.1 I H.12 H 13 H.14 
1財政刀指数 1032 I 035 1040; 1.03: 1.020 0994 0.97 0934 I 0.90i' 0.895 0.913 
A公債費比率 10.9 10.9 12 1 13.8i 13 7 i 14.1 14 6 14 5 | 14.0 14 3 152% ! 
!B．起債削限比率 115 1.9 1.9 12.0 I 119 1.7 118% I 
9経常収支比率 l 74.7 76.6 76.1 84.4 86.3 82 7 83.6 75 7 i 7.9 78 9 80.4 
A B ; -i 2.2 2.2 2.7i 2.5 I 2.1, 2.6 3.4% 
C実質収支比辛 90 10.9 6.9 4.7 4.6 48i 4.5 5.4 | 6.8 4.2 4.6% 
（出所）同前並びに一部筆者計算
1996年度の1.020, そして1997年度の0.994, そして， 2002年度の0.913という推移を示した。
1997年度は2年連続して，積立金を大幅に取り崩した年であり， 10億円の普通交付税の交付が
なされたが，市税収入額は1996年度を上回っており，歳出入バランス見る限り， 前年度並み
の歳出水準に抑えていれば， 交付税の10億円は必ずしも必要は無かったと考えられる。扶助
費4億円，物件費9.8億円，積立金4.2億円，補助費6.6億円，繰出金3.2億円，
の単独分16.7億円等の増加が交付税の交付を導き出したと考えられる。
普通建設事業費
2)実質収支比率
実質収支比率は旧清水市の財政状態の変調を示す兆しとなっている。すなわち， 1992年度
には9.0%，翌1993年度も 10.9％という大きな財政余剰率を示していたが， その後1994年度に
は6.4％に急減し， 1995年度以降は4％から 6％の範囲内を推移し続けた。 2002年度は4.6%と
「適正な範囲」 (3-5 %) の数値となり， 合併を迎えたのである （表2-5参照）。
3)公債費比率．起債制限比率
公債費比率は地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子である公債
費が標準財政規模（標準税収入額＋普通交付税額）に占める割合である。この比率は，
発行規模の妥当性を判断するための指標であり，財政の硬直性を測る指標でもある。
地方債
また，起債制限比率は，自治体にその使途が任されている一般財源に対して経常的な歳入の
図2-6 公債費比率．起債制限比率（旧清水市）
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（出所）同前
（注）ただし，起債制限比率の1992-1995年度分はデータなし
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中で地方債返済に充てる金額が占める割合である。 3年間の平均が15％を超えると黄信号で，
県と相談して「適正化計画」の策定が必要になり，
して新たな起債ができなくなる。
また， 20％を超えると赤信号で，原則と
旧清水市の場合， これらの比率は公債費比率が漸増傾向で， 1992年の10.9％から2002年度
には15.2％にまで上昇した。財政の硬直が進んだことを示している。起債制限比率は1996年
度以降の数値しか示していないが，ほぼ11から 12％台に抑制されている（図2-6)。
4)経常収支比率
経常収支比率は人件費，扶助費，公債費など容易に削減しにくい義務的性格の強い経常経費
に地方税， 地方交付税， 地方譲与税を中心とする経常一般財源収入がどの程度使われているの
かを示すもので，公債費比率と反対に財政の弾力性を測る指標である。通常80％を超えると
弾力性を欠いていると判断されます。
旧清水市の場合，経常収支比率は1992年度から 1994年度まではほぼ横這いとなり， その後
1995年度に80％に急上昇し，以降1998年度まで80％台を続け， 1999年度から2001年度まで
は再び70％台となったが， 2002年度には80.4％と再び弾力性を欠く状態に陥り， 合併を迎え
ることとなった。こうした状態に陥った原因として，通常， 人件費や公債費の上昇が指摘され
るが，旧清水市の場合， 人件費は対前年度比3.1億円の増加があったが，経常収支比率として
は0.2ポイント低下したのであり，公債費の8億円の増（対前年度2.1ポイントのアップ），補
助費等の6.9億円の増（同1.4ポイントのアップ），物件費の1.8億円の増（同0.2ポイントのア
ップ）が寄与していることを確認しておくべきであろう （図2-7)。
また， 1999年度以降は交付税の大幅な増加が計算式の分母を大きくし，結果として経常収
支比率を低めたのであって，弾力性を欠く状態は基本的に変わっていないのである。
2002年度の経常収支比率は80.4％であるが，
△ 7ポイント），扶助費5.1% 
+0.7)，補助費等10.8% （同
（同 + 1.1)' 
その内訳は，
公債費19.2%
△ 2.7)，繰出金3.8% （同
人件費が28.2%
（同
+ 1.1) 
+ 3.7), 
（対1995年度比
物件費 12.1% 
となっており，
（同
ここでも人
件費以外の公債費，扶助費，繰出金が経常収支比率の上昇に寄与していることを確認しておく
べきであろう。
図2-7 経常収支比率（旧清水市）
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出所）表2-1に同じ
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(2)旧静岡市の財政状況
A.財政規模の推移
旧静岡市の財政バランスは， 表2-6, 図2-8に示されている。一般会計の財政規模は旧清水市
の2.4倍ほどであるが，歳入・歳出いずれでみても同様の動きを示している。そこで，歳入ベ
ースで見てみると，財政規模は 1992年度から 1998年度まで増加傾向を示し， 1998年度は
1918.4億円と 1992年度の1608.3億円に比べ，額にして310.1億円，率にして19.0％増加し，ピ
ークを示した。このピーク時1998年度の額は， 1日清水市のピークであった1993年度の798億
円の2.4倍となっている。
その後，歳入額は減少傾向に転じ，合併直前の2002年度には1634.7億円と 1992年度並の水
準にまで低下した。
表2-6 旧静岡市実質収支推移 （単位 ：千円）
192年度 193年度 194年度 195年度 196年度 197年度 1998年度 199年度 2000年度 201年度 2002年度
H4 H.5 H.6 H.7 H,8 H.9 H 10 H 1 H 12 H13 H 14 
歳入総額 160,825,212 167,364,35 167,676,153 164,509,372 178,674,457 174,360,096 191,837,02 191,612,90 181,32,517 178,165,563 163,465,04 
歳出総額 155,20,74 162,537,085 162,791,264 158,03,935 172,150,674 168,626,720 184,386,953 185,193,371 174,626,654 170,012,693 153,410,801 
歳入歳出差引額 5,604,438 4,827,270 4,84,89 6,505,437 6,523,783 5,73,376 7,450,069 6,419,619 6,705,863 8,152,870 10,054,243 
翌年度繰越財源 1,907,192 1,57,393 1,519,347 3,37,694 3,895,303 2,67,694 4,178,653 3,294,43 3,432,564 6,180,247 6,03,04 
実質収支 3,697,246 3,249,87 3,365,542 3,167,743 2,628,480 3,05,682 3,271,416 3,125,186 3,273,29 1,972,623 4,051,239 
単年度収支 310,081 -447,369 15,65 -197,743 -539,263 427,202 215,745 -146,230 148,13 -1,30,676 2,078,616 
積立金 1,175,792 1,439,971 1,354,528 309,531 238,375 516,713 721,62 205,52 612,613 731,648 21,604 
繰上償還額 0 1,270,680 1,00,30 1,619,70 2,894,920 2,756,88 3,42,396 3,584,075 1,959,165 2,135,90 2,354,60 
積立金取崩額
゜
107,792 1,950,00 1,00,00 650,00 350,00 1,20,00 50,00 4,385 0 4,376,743 
実質単年度収支 1,485,873 2,15,490 520,493 731,432 1,94,032 3,350,803 3,159,763 3,143,397 2,715,506 1,56,872 78,07 
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（出所）同前
8. 3つの財政バランス（財政収支）
1)実質収支
こうした財政規模の動きがあった 10年間を，実質収支，単年度収支，実質単年度収支とい
94 ー経
? ?
集＿
図2-9 旧静岡市の財政収支の推移
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う3つのバランスで見てみたのが図2-9である。
旧静岡市の実質収支はこの10年間すべて黒字であった。また， その黒字額は1992年度の37
億円から 1996年度の26.3億円まで減少傾向が続き，
台の横這いで推移し， 2001年度には19.7億円と初めて20億円を切ったが，
その後1997年度から2000年度まで30億円
翌2002年度には
40.5億円という黒字額で旧清水市との合併を迎えることとなったc
2)単年度収支
当該年度のみの実質的な収入と支出の差額を示す単年度収支をみると，旧静岡市は実質収支
と同じ動きを示している。すなわち， この間， 上下の変動を繰り返し， 5つの年度で赤字とな
った。黒字となったのが1992年度（黒字額3.1億円）， 1994年度（同1.2億円）， 1997年度（同
4.3億円）， 1998年度（同2.2億円）， 2000年度（同1.5億円）そして2002年度であったが，他の
年に比べ2002年度は20.8億円という巨額となっているのが目立つ所である。
また，赤字となったのは1993年度（赤字額△4.5億円）， 1995年度（同△2.0億円）， 1996年
度（同△5.4億円）， 1999年度（同△1.5億円）， そして2001年度の5年度であるが， 2001年度
は△13億円の大幅な赤字となっている。
3)実質単年度収支
旧静岡市の実質単年度収支は， この10年間黒字となっている。 しかしながら，図2-9に示
されているように，実質単年度収支の動きは，実質収支や単年度収支とは異なり， 3つの収支
の中でもっとも大きな変動を示しているのがこの実質単年度収支であった。
黒字額の推移を追ってみると， 1993年度から翌1994年度にかけて 16億円という黒字額の大
幅減があり， その後1997年度にかけて増加し， 1997年度から 1999年度まで30億円台の黒字が
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続いたが，その後減少傾向が明確となった。すなわち2000年度の27億円の黒字から2001年度
には15.7億円の黒字， そして2002年度に7800万円の黒字で，辛うじて黒字を維持した感があ
る。実質単年度収支の動きは，旧静岡市の1997年度から 1999年度までの安定と 2000年度以降
の財政バランスの悪化を示してくれている。
以上3つのバランスでみてみると， 旧静岡市の財政は1994年度から翌1995年度にかけて危
険信号が点灯したが， その後， やり繰りの中でバランスを回復したが， 2000年度以降，急激
に悪化してきたことが分かる。
4)やり繰りの中味
それでは，旧静岡市のやり繰りはどのように行われたのであろうか？ここでもやり繰りとは
積立金の積立や過去の債務の繰上償還あるいは積立金の取崩しである （図2-10参照）。
図2-10
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先ず， ここから分かることは， 積立金積立の持続であり ，とりわけ1992年度の11.8億円，
1993年度の 14.4億円， 1994年度の 13.5億円が目立っている。 1993年度は単年度収支が赤字
（△4.5億円）となる中で巨額の積立が行われ， 以降， 積立金の積立と繰上げ償還が行われる一
方で， そのための財源という目的を含め積立金の取崩しが行われるというパタ ーンで財政運営
がなされたことがわかる。
しかしながら， こうした財政運営も 2000年度には変化を見せた。積立金の取崩しの激減で
ある。1999年度の取崩し額5億円から2000年度には僅か438.5万円とな り，翌2001年度にはゼ
ロとな った。そ して， 2002年度には繰上げ償還額を23.5億円と漸増させるとともに積立額は
2160.4万円と低 く抑えられる一方で，積立金が43.8億円と大きく取り崩された。
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旧静岡市の繰り上げ償還は積極的であった。 1993年度の12.7億円を皮切りに2002年度の
23.5億円まで， 繰上げ償還合計額は実に約180億円に上り， 旧清水市の財政運営姿勢とは対照
的なものとなっていた。
しかしながら， 2002年度の43.8億円の積立金取崩しは前年度からの歳入総額の減少という
財政環境の悪化により，余儀なくされたものである。合併前夜の旧静岡市も旧清水市と同様財
政悪化のシグナルが点滅していたのである。
C. 市税収入の推移ー主税源は固定資産税と市町村民税（個人分）
旧静岡市の歳入に占める地方税の割合は1992年度において51.9％であったが， その後傾向
的に低下し， 1998年度には45.6％と 50％を大きく割り込み， その後，漸増傾向に転じ， 2002
年度には49.0％となった。額としては1992年度の835億円から801億円への34億円の大幅な低
表2-7 静岡市市税税別歳入額の推移 （単位 ：千円）
192年度 1993年度 1994年度 195年度 1996年度 197年度 198年度 199年度 200年度 2001年度 2002年度
H4 H.5 H.6 H.7 H.8 H,9 H.10 H.1 H.12 H.13 H.14 
市訂村民税 個人分 31,21,618 30,64,498 26,419,905 27,363,904 26,145,638 29,13,969 21,142,161 26,092,106 24,959,324 24,652,487 2,610,015 
前何村民税法人分 12,434,037 9,949,64 9,756,969 10,192,261 12,543,239 1,437,048 9,537,691 8,861,571 8,89,86 8,851,643 7,724,92 
固定資産税 28,452,585 29,915,537 31,564,519 3,01,163 34,805,040 35,541,10 37,105,25 38,078,723 36,958,15 31,082,01 36,501,326 
都市計酋税 6,421,645 6,768,070 7,187,245 7,640,359 1,980,043 7,747,563 7,94,263 8,127,13 7,805,523 7,826,703 7,656,158 
軽睛戟 348,425 354,108 359,858 368，伽 382,936 392,65 402,19 412,042 430,647 47,093 462,462 
蒻村たばこi肖費税 2,561,262 2,621,810 2,60,596 2,605,65 2,63,646 3,145,85 3,181,723 3,368,49 3,325,597 3,270,826 3,15,758 
鉱産税 183 103 10 92 103 65 58 49 32 35 34 
特別土地保有税 92,912 10,561 90,421 65,656 40,639 43,080 24,090 38,36 3,762 23,85 30,21 
入楊税 20,713 20,24 19,864 25,604 25,502 30,769 28,30 38,939 32,936 32,351 29,601 
事業祝税 1,980,69 2,168,427 2,12,541 2,091,515 2,13,340 2,453,739 2,107,11 2,237,31 2,061,792 2,04,242 l,95l,083 
合 計 83,530,109 82,543,02 80,12,018 紅371,295 81,290,126 90,525,863 87,52,843 87,254,739 84,497,594 84,191,306 80,081,576 
（出所）同前
図2-11 静岡市税別の推移
億円
400 
350 
300 
250 
200 
150 
100 
50 
゜迦述母叶g o 
2 g 
（出所）同前
I | I 
l.-
一
『
ヽ i と--•
一 ● 市町村民税個人分-► ■ 市町村民税法人分▲ 固定資産税
II-- "• ● 都市計画税
| | 
年度??
?? ?
??
??
??
??
??
??
?
??
? ?
?
??
??
??
??
??
??
?
??
??
合併・政令指定都市化と財政の変容ー静岡市・さいたま市を例に一 97 
下であった。旧静岡市は財政規模が1998年度以降縮小してきていることが地方税の占有率漸
増の背景にある c
これを税別に見ると，固定資産税が一番大きく，次いで市町村民税の個人分，さらに市町村
民税の法人分，都市計画税が続いているが，近年では市町村民税の法人分と都市計画税の額は
ほぼ等しくなっている（表2-7, 図2-11参照）。
税別の推移を構成比で見ると，市税の中で固定資産税は1992年度の34.1％から傾向的に増
加し， 1994年度には39.4%, 1998年度には42.4％と 40％台に乗り，その後も増加傾向が続き，
2002年度には45.6%となり 1992年度に比し11.5％の増加となっている。しかしながら，その
割合は旧清水市よりも低い（表2-8参照）。
表2-8 静岡市市税構成比の推移 （単位：千円）
192年度 193年度 194年度 195年度 196年度 197年度 1998年度 199年度 2000年度 201年度 2002年度
H.4 H.5 H.6 H.7 H.8 H.9 H.10 H.1 H.12 H.13 H.14 
甫町村民税個人分 37.4% 37.1% 330% 32.8% 30.6% 32.8% 31.0% 29、9% 29.5% 29.3% 282% 
爾訂村民札法人分 14.9% 12.1% 12.2% 12.2% 14.4% 12.6% 10.9% 10.2% 10.5% 10.5% 9.6% 
固定資産税 34.1% 36.2% 39.4% 396% 39.9% 39.3% 42.4% 43.6% 43.7% 4.0% 45.6% 
郡市計画税 7.7% 8.2% 9.0% 9.2% 9.1% 8.6% 9.1% 9.3% 9.2% 9.3% 9.6% 
軽自動車税 0.4% 0.4% 04% 0.4% 0.4% 0.4% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5% 0.6% 
輯村たばこ禰費税 3.1% 32% 3.2% 3.1% 3.0% 3 5% 3.6% 39% 3.9% 3、9% 3.9% 
銘産税 0．僚 0,0% 0.0% 0.0% 0仇 i 0悦：， 0．僚： 0僚 0.0% 0．僚 0.0%: 
特別土地保有税 0.1% 0,1% 0.1% 0.1% 0.0%: 0．0%! 0．僚 0.0% 00% 0僚 0侃 i
入湯税 0．僚 0.0% 0.0% 0.0', 0.0% 0綿， O.()l; 0.0% 0.0% 00% 0.0% 
事業所税 2.4% 2.6% I 26% 2.5% 2.4%. 2．茂i 2.4% 26% 2.4% 2.4% 2.4% 
ムロ 計 10.0% 10.0% l 1000% 10．僚 10.0% i 10.0% 10．侃 10.0% 10.0% 10.0% 10.0% 
（出所）同前
また，市町村民税の個人分は， 1992年度の37.4％から逓減傾向が続き， 1999年度に29.9%
と30％を割った後， 2002年度には28.2％となった。 1992年度に比べ9.2％の低下となっている。
都市計画税は1992年度には7.7％を占める程度であったが， 2002年度には9.6％にまでその割
合を高めた。
これに対し，市町村民税の法人分は1992年度では14.9％を占めていたが，その後，低下傾
向が続き， 2002年度には9.6％と 10％を割った。旧清水市よりは割合の低下は少ないもののバ
ブル経済後の産業活動の停滞が1日静岡市にも示されている。
総じて，旧静岡市も固定資産税への依存の増大と市町村民税の個人分に財源を依存するとい
う型が見て取れる。
D. 積立金・地方債・債務の推移
旧静岡市の財政状況を積立金現在高，地方債現在高や債務負担行為額といったストックで確
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認してみることとする。
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1)積立金現在高
旧静岡市の積立の特徴は， 1992年度以降の積立金積立の持続にあった。取崩しの動きとの
相関の中で，結局，積立金残高は1992年度から 1998年度までは67億円から84億円の間を上下
していたが， 1999年度以降には308.8億円に急増し， 以降も 290億円台を推移したが， 2002年
度は43.7億円の取崩しもあり， 232億円となった （表2-9,図2-12参照）。
表2-9 積立金・地方債の現在高及び債務負担行為額の推移（旧静岡市）
192年度 193年度 194年度 195年度 1996年度 197年度 198年度 199年度 2000年度 2001年度 2002年度
a．積立金現在高 7,103,620 8,435,79 7,840,328 7,149,859 6,738,234 6,904,947 6,426,569 30,879,969 29,036,841 29,23,195 23,295,356 
b地方債現在高 135,72,247 158,630,986 170,86,592 178,41,131 187,676,743 193,091,060 198,784,271 196,915,75 20,489,278 19,485,03 19,13,83 
c嶺務負担行為箇 2,936,323 5,514,560 4,926,161 6,850,065 13,637,354 10,251,076 8,642,967 9,356,763 9,30,628 10,402,58 25,569,581 
d (=b+c)合計 138,658,570 164,145,546 175,812,753 185,261,196 201,314,097 203,342,136 207,427,238 206,272,538 209,819,906 209,87,591 24,703,464 
借金・貯金比率
19.5 19.5 22 4 25.9 29.9 29.4 32.3 6.7 7.2 7.2 9.6 
(= d/a) 
f巌入総額 160,825,212 167,364,35 167,676,153 164,509,372 178,674,457 174,360,096 191,837,02 191,612,90 181,32,517 178,165,563 163,465,04 
g．地方債現在高／
0.84 0.95 1.02 1.08 1.05 1.1 1.04 1.03 1.1 1.12 1.2 
歳入総額
h.l昔金／歳入総額 0.86 0.98 1.05 1.13 1.13 1.17 1.08 1.08 116 1.18 1.37 
（出所）同前
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2)地方債現在高の推移
地方債現在高は， 図2-13が示すように1992年度から 1998年度までは増加傾向を示し， その
後ほぽ横這いとなっている。 1992年度には1357.2億円であった残高は， 1998年度には1987.8
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図2-13 積立金・地方債現在高及び債務負担行為額の推移（旧静岡市）
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億円， 合併直前の2002年度も 1991.3億円となっている。
この地方債現在高の異常さは，歳入総額と比べてみることで確認できる。
1992年度には0.843と1倍を下回っていた地方債現在高の歳入に占める割合は，1993年度に
は0.947倍となり， 1994年度には1.02と1倍を超え， 1994年度以降も増加が続き， 2002年度に
は1.22倍となった。1年間の歳入の2割強にあたる地方債という借金があるという状況は旧清
水市と大きな差は無い。
3)債務負担行為額の推移
旧静岡市の場合，債務負担行為額は旧清水市に比べると少ない。しかしながら， この期間の
当初から多少の変動はあるものの傾向的に増加してきた。 1992年度には29.3億円であったが，
1996年度には136.4億円と 100億円を大きく上回り， その後やや減少したものの2001年度には
104億円と再び100億円を超え， 2002年度は255.7億円という 巨額となった （図2-13参照）。
また，地方債現在高と債務負担行為額を加えた「借金」は1992年度の1390億円から 2002年
度には2250億円と 1.6倍増えている。この「借金」の歳入に占める割合は1994年度に1倍を超
え1.05となり， 2002年度には1.37となった。この値は旧清水市の1.36倍とほぼ同じ倍率であ
る。
E. 財政指標の推移
以下では，旧静岡市の財政状態を財政指標で診断してみることにする。
1)財政力指数
100 —経営論集ー一
表2-10 財政力指数・公債費比率．起債制限比率（旧静岡市）
192年度 193年度 194年度 195年度 196年度 197年度 198年度 199年度 2000年度 201年度 2002年度
H.4 H.5 H6 H.7 H.8 H.9 H 10 H.1 H.12 H.13 H.14 
財政力指数 0.96 0.98 0.987 0.972 0.942 0.925 0.913 0.85 0.861 0.848 0.865 
A公債費比率 12.6 13.7 14.6 14.5 14.5 -14.6 14.7 15.1 15.1 15.7 16.4% 
B．起債制限比率 1.1 1.2 1.7 12.1 12.0 1.6 1.2 1.1 1.2 1.5 11.9% 
経常収支比率 67.4 70.7 74.6 71.3 70.9 74.7 78.8 74.4 75.5 78.0 79.9 
A-B 1.5 2.5 29 2.4 2.5 3.0 3.5 4.0 3.9 4.2 4.5% 
C．実質収支比率 4.4 3, 8 3.8 3.5 2.8 3.1 3.2 3.1 3.2 2.0 4.2% 
（出所）同前並びに一部筆者計算
旧静岡市の財政力指数は，分析対象期間である 1992年度から 2002年度まで1を下回ってお
り，一貫して地方交付税の交付団体であった。すなわち，財政力指数は1992年度の0.996から
1993年度の0.998へと微増を示したが， 1993年度をピークに傾向的に低下し， 1999年度には
0.885と0.9を割り，合併直前の2002年度は0.865となっている（表2-10参照）。
実質収支，単年度収支，実質単年度収支という 3つのバランスでは，旧静岡市の財政は1994
年度から翌1995年度にかけて危険信号が点灯し，その後，やり繰りの中でバランスを回復し
たものの， 2000年度以降，急激に悪化してきたことは既に確認したが，財政力指数のほぽー
貰した低下傾向は交付税依存型の財政体質の進行を意味していたのである。
4)実質収支比率
旧静岡市の実質収支比率は1996年度と 2001年度を除き，ほぽ3~6％という実質収支比率の
適正範囲に収まっていた。すなわち， 1992年度には4.4%，その後1993年度の3.8％から2000
年度の3.2％まで1996年度の2.8％を除き 3％台を推移し，「適正な」財政余剰率を示しており，
その後， 2001年度に2.0％と「適正範囲外」となったものの， 2002年度は4.2％と適正な範囲
の数値となり，合併を迎えたのである（表2-10参照）。
5)公債費比率．起債制限比率
既にみたように，公債費比率は地方債発行規模の妥当性を判断するための指標であり，かつ
財政の硬直性を測る指標であり，地方公共団体が借り人れた地方債の元利償還金及び一時借入
金利子である公債費が標準財政規模（標準税収入額＋普通交付税額）に占める割合として定義
される。また，起債制限比率は，自治体にその使途が任されている一般財源に対して経常的な
歳入の中で地方債返済に充てる金額が占める割合である。 3年間の平均が15％を超えると黄信
号で，県と相談して「適正化計画」の策定が必要になり，また， 20％を超えると赤信号で，
原則として新たな起債ができなくなる。
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旧静岡市の場合， これらの比率は公債費比率が漸増傾向で， 1992年の12.6％から 1993年度
には13.7%,1994年度には14.6%となり， その後1999年度には15.1％と 15％台の大台に乗っ
た。その後も上昇は続き， 2002年度には16.4％となった。旧静岡市も財政の硬直化が進んだ
ことがわかる （図2-14)。
これに対し，起債制限比率は1992年度の11.1％か1995年度の12.1％へと上昇したが， これ
をピークに緩やかな上下変動を経て2002年度は11.9％となっており， 11から 12％台に抑制さ
れている。
起債制限比率の抑制と公債費比率の上昇という相反する動きは何を意味するのであろうか？
起債制限比率すなわち，経常的な歳入の中で地方債返済に充てる金額の自治体にその使途が任
されている一般財源に占める割合を相対的に低くコントロールしつつ，公債費比率が傾向的に
上昇しているということは，地方債返済の増加のスピードに，標準税収入と普通地方交付税の
和の増加のスピードが追いつかないことを示しているのである。
図2-14 公債費比率．起債制限比率（旧静岡市）
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6)経常収支比率
経常収支比率は人件費，扶助費，公債費など容易に削減しにくい義務的性格の強い経常経費
に地方税， 地方交付税， 地方譲与税を中心とする経常一般財源収入がどの程度使われているの
かを示すもので，公債費比率と反対に財政の弾力性を測る指標である。通常80％を超えると
弾力性を欠いていると判断される。
旧静岡市の場合，経常収支比率は1992年度の67.4％から翌1993年度に70.7％と 70％の大台
に乗り， その後上下の変動を経ながら 2002年度には80％目前の79.9％となり，弾力性を欠き
図2-15 経常収支比率（旧静岡市）
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（出所）同前
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つつある状態で旧清水市との合併を迎えることとなった。
こうした状態に陥った原因として，通常，人件費や公債費の上昇が指摘されるが，旧静岡市
の場合，人件費は1994年度の35.6％をピークにそのウエイトを低下させており， 1992年度の
33.4％に対し， 2002年度は31.5ポイントと 1.9ポイントの低下となっている。これに対し，公
債費は1992年度の13.5％に対し， 2002年度は20.4％と 1992年度に対し6.9ポイントの大幅な
上昇となっている。このほか，物件費は11.4%と同0.2ポイントの上昇，補助費等も 5.7％と
0.7ポイントの上昇，また，繰出金も 3.8％と 2.4ポイントの上昇となっている（屈2-15)。
こうしてみると，旧静岡市の場合，経常収支比率の上昇は公債費，繰出金，補助費等，物件
費の上昇がその要因であり，人件費はむしろ低下要因となっていることは確認しておく必要が
ある。
(3)旧清水市・旧静岡市の主要指標での比較
これまでの指標に実質収支比率を加えて，旧清水，旧静岡両市の健康状態の診断を行ってみ
ることにしよう（表2-11参照）。
表2-11 主要指標における旧清水市と旧静岡市の比較 （上段 旧清水市、下段 旧静岡市）
192年度 193年度 194年度 '1995年度 196年度 197年度 198年度 199年度 200年度、 201年度 202年度
I H.4 H5 l H.6 H7 H.8 H9 H.10 ! H 1 i H.12 H.13 H.14 
，財政力指数 I 032 1.035 1.040 1, 033 ! 1.020 0.94 ! 0.97 I 0.934 0.907 0895 0.913 
0.96 0.98 0.987 0.972 0,942 0.925 0.913 0.85 0.861 0.848 0．紛5
A公債費比率 10.9 10.9 12.1 13.8 13.7 14 1 14.6 14.5 14.0 14.3 15.2 
12.6 13.7 14.6 14.5 14.5 146 14.7 IS.I 151 15.7 16.4 
B起債制限比率 1.5 1.9 1.9 12.0 1.9 1.7 1.8 
1.1 1 1, 2 1.7 12.1 12.0 1.6 1.2 1.1 1.2 115 1.9 
経常収支比率 74.7 76.6 76.1 84.4 86.3 82.7 83.6 75.7 7.9 78.9 80.4 
67.4 70.7 74.6 71.3 70.9 74.7 78.8 74.4 75.5 78.0 79.9 
A-B 2.2 22 2.7 2.5 2.1 2.6 3.4 
1.5 2.5 2.9 ! 2.4 2.5, 30 3.5 4.0 39 4.2 4.5; 
C．実質収支比率 9.0 10.9 6.9 47 4.6 4.8 45 5.4 6.8 4.2 4.6 
4.4 3.8: 3.8 35 2.8 3.1 3.2 i 3.1 3.2 20 4.2 
（出所）清水市，旧静岡市『決算状況J各年版を基に筆者作成
1)財政力指数
財政力指数は財政基盤の強さを示すが，図2-15にあるように，旧清水市の方が旧静岡市より
高い数値で推移していた。とりわけ， 1992年度から 1996年度までは旧消水市財政力指数が1
を上回っており，旧／青水市が交付税の不交付団体となっていたことは既述の通りである。
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図2-15 財政力指数
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（出所）表2-11に同じ
2)公債費比率
公債費比率は両市とも上昇傾向をたどり， 2002年度には両市とも 15％を超えており，財政
の硬直性が見られる （図2-16参照）。
図2-16 公債費比率
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3)経常収支比率
経常収支比率で見た財政の弾力性はどうであろうか？図2-17から，旧清水市が1995年度以
降経常収支比率が80％を上回り，静岡市に比べ弾力性を失ったこと，
近辺の値という高止まりとなり，弾力性が失われていることがわかる。
その後は両市とも 80%
図2-17 経常収支比率
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4)実質収支比率
実質収支比率は図2-18にある ように， 旧／青水市が大きな変動を示し， 1992年度以降「財政
余剰」が大きな率となり， その後， やや高めながらほぼ「適正な範囲」に収まっていることが
分かる。これに対し，旧静岡市はこの間，「適正な範囲」をキープし続けてきたことが分かる。
図2-18 実質収支比率
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● 実質収支比率（清水市）
● 実質収支比率（静岡市）
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表2-12 借金・貯金比率の推移（旧清水市、旧静岡市）
192年度 193年度 194年度 195年度 1996年度 1卸年度 198年度 199年度 2000年度 201年度
旧清水市
旧蕃岡市
（出所）同前
14.8 
19.5 
17.5 
19.5 
i3.7 
2.4 
13.9 
25.9 
19.9 
29.9 
24.3 
29.4 
23.2 
32.3 
10.7 
6.7 
1.4 
7.2 
9.3 
7.2 
2002年度
（％） 
20.7 
9.6 
図2-19 借金・貯金比率の推移（旧清水市・旧静岡市）
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5)借金・貯金比率
いま，地方債現在高と債務負担行為額を加えた「借金」が積立金残高である 「貯金」の何倍
あるのかを示したものを「借金・貯金比率」と呼ぶことにしよう。表2-12あるいは図2-19にあ
るように， 1998年度を境に両市のこの比率は逆転した。すなわち， 1992年度から 1998年度ま
で，旧静岡市のこの比率は旧清水市を大きく上回っていたが， 1999年度以降は旧清水市の方
が旧静岡市を上回っている。もともと，旧静岡市は地方債の起債が多く，旧清水市は債務負担
行為額が多いという特徴があったが，旧静岡市の1993年度以降の繰上償還への取り組みの存
在と旧清水市のその欠落， そして， 1999年度以降の地方債起債における旧静岡市の抑制と旧
清水市の増加が借金・貯金比率の逆転を生んだといえよう。
2002年度における旧消水市の20.7倍， また旧静岡市の9.6倍という数値は， 合併直前の両市
の財政状態の悪化とりわ田日清水市の状態の悪さを診断結果として伝えるに充分である。
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3.政令指定都市の財政一さいたま市を例に
静岡市は2005(H.17)年4月に政令指定都市への移行を目指している。政令市に移行した場
合には，その特例として，「事務配分上の特例（県から市に委譲される権限）」や「関与の特例」
「行政組織上の特例」（行政区の設置等）「財政上の特例」があることは既述の通りである。こ
こでは「財政上の特例」に限定して，政令市移行後の財政問題を考えてみることにするが，そ
の際，すでに2003年5月1日に政令指定都市としてスタートしたさいたま市を例に政令指定都
市の財政の姿を確認しておくことにする。
(1)政令指定都市さいたま市の財政
政令指定都市さいたま市は2003年5月1日にスタートしf二年度の初めからのスタートでは
なかったため， 2003(H.15)年度予算は11ヶ月予算という変則的な予算となっていた。しか
しながら，この予算には財政特例の活用による財源の拡大が含まれており，政令指定都市後の
財源拡大のありようを確認することができる。
以下では， A.本庁・局・区制度と予算配分， B.合併に伴う財政特例の順に確認していくこ
ととする。
A.本庁・局・区制度と予算配分
1)政令市移行後の行政組織と予算策定プロセス
政令指定都市のスタートに伴い，さいたま市には市長・助役の下，市長公室や政策企画部の
表3-1 合併促進のための財政措置
1．普通交付税による措置
(1)普通交付税額の算定の特例（合併算定替）
合併後10カ年度は、合併がなかったものと仮定して毎年算定した普
通交付税の額を保障。さらに5カ年度は激変緩和措置。
(2)合併直後の臨時的経費に対する財政措置（合併補正）
合併後における行政の一体化（基本構想等の策定・改定、ネットワ
ークの整備等）に要する経費等に対する措置。
(3)都道府県の行う合併推進事業に対する財政措置
都道府県の行う合併のための調査研究・啓発事業等に対する経贄を普
通交付税措置。
2．特別交付税による措置
(1)合併市町村に対する財政措置
合併を機に行われる新しいまちづくり、合併関係市町村間の公共
料金格差調整、公債費負担格差の是正や土地開発公社の経営健全化等
についての需要に的確に対応するために包括的に措置。
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(2)合併準備経費に対する財政措置
合併協議会設置等、合併の準備に要する経贄に対する措置
(3)合併移行経費に対する財政措置
合併関係市町村が電算システムの統合等合併市町村の一体性の速
やかな確立を図るため合併前に要する経費に対する措置。
(4)合併支援のための公債費負担の平準化措置
合併市町村における旧市町村間の公債費負担の平準化を図るために
行う地方債の繰上償還に伴う補償金に対する措握。
(5)都道府県の行う合併支援経費に対する財政措置
合併重点支援地域に指定された市町村及び合併市町村の行う事
業に対して都道府県が交付する補助金・交付金等について措置
3．合併特例債等による措置
(1)合併市町村のまちづくりのための建設事業に対する財政措置
合併後 10カ年度は市町村建設計画に基づく特に必要な事業の経
費に合併特例債を充当 (95%（公営企業に係るものは 10 0%）。
元利償還金の 70％を普通交付税措置。
(2)合併市町村振興のための基金造成に対する財政措置
旧市町村単位の地域振興・住民の一体感醸成のため行う基金造成
に対し合併特例債を充当 (95%）。元利償遠金の 70％を普通交付
税措置。
(3)合併推進のための建設事業に対する財政措置
合併重点支援地城において合併に関係する複数の市町村が連絡調
整してマ体的に実施する公共施設及び公用施設の整備事業に対して
合併推進債を充当 (90%）。元利償遠金の 50％を普通交付税措置。
(4)都道府県が行う合併支援事業に対する財政措置
合併重点支援地域等において都道府県が行う合併市町村の一体化
を促進するために必要な道路、街路、農道等の整備事業に対して合併
推進債を充当 (90%）。元利償還金の50％を普通交付税措置。
4．国費による補助
(1)合併準備補助金
法定協議会を構成する市町村に対し、その経費として 1市町村あた
り500万円を補助。
(2)合併市町村補助金
市町村建設計画に基づく事業に対し、合併関係市町村の人口に応じ、
1関係市町村あたり 3カ年で6千万円～3億円の合算額を補助。
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ほか9局（総務局，財政局，市民局，保健福祉局，環境経済局，都市局，建設局，消防局，水
道局）が置かれ，これに行政区としての区役所が新設され，市民病院，教育委員会などが同等
の組織として位置づけされた。
この結果，予算要求は，財政課による予算編成方針の説明を受けて，各局の総務課（もしく
はそれに準ずる部署）が窓口となって，局内会議における局の要求方針の決定を経て，局内説
明会，局内各課長による要求（案）の作成，部長ヒアリング，局長ヒアリングを 1ヶ月くらい
の間に行い，重点配分事業の決定などを決めた後，窓口となる各局の総務課（もしくはそれに
準ずる部署）が取りまとめて財政局へ提出するという手順をとるという段取りになっている。
さいたま市の場合，区長には予算権限がないが，本庁への予算提出・ビアリングなどにおけ
るその役割は大きい。
B.合併に伴う財政特例
1)大都市制度における財政特例の活用
政令指定都市化により，地方譲与税自動車取得交付金，軽油引取税交付金，普通交付税等，
宝くじ収益金，合併推進債などの財政特例の活用が可能となった。その内訳については， 2003
(H.15)年度予算の項で詳述する。
2)合併促進のための財政措置
「平成の大合併」として語られる今次合併の特徴の一つは，その促進のために財政措置がと
られていることである。その内容は，①普通交付税による措置，②特別交付税による措置，③
合併特例債による措置，④国費による補助などである（表3-1参照）。
普通交付税による措置は，合併10ヵ年度は，合併が無かったものとして仮定して毎年算定
した普通交付税の額を保障したり， さらに5ヵ年度は激変緩和措置を取るという「普通交付税
額の特例（合併算定替）」，合併後における行政の一体化（基本構想の策定・改変，ネットワー
クの整備等）に要する経費に対する措置である「合併直後の臨時的経費に対する財政措置（合
併補正）等を内容としている。
また，特別交付税措置は，市町村合併の準備や移行における公共料金の格差調整や公債費負
担の平準化のための地方債の繰上償還に伴う補償金に対する措置，土地開発公社の経営健全化
等に対応する措置などをその内容としている。
さいたま市において，旧3市の決算額を単純に合計して計算した場合，地方交付税の歳入に
占める割合は2.2％程度であったが， 13年度決算では1.6%,14年度決算では1.7%,15年度決
算でも 1.7％と合併前の比率を下回る状態となっていた。しかしながら， これは見かけ上の動
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きであって，合併直後の2001年度予算以降，歳入額が上昇してきており，この結果，地方交
付税の割合が低下ないし横這いとなったに過ぎない。
合併特例債による措置にはいくつかの種類があるが，一つは「合併市町村のまちづくりのた
めの建設事業に対する財政措置」で，合併10ヵ年度は市町村建設計画に基づく特に必要な事
業の経費に合併特例債を95％まで充当（公営企業に関わるものは100%)するというものであ
る。この場合，後年度において元利償還金の70％を普通交付税により措置される。したがっ
て，当初の5％分と元利償還金の70％を除いた95％の30％である28.5%，合計33.5％の実質
負担で100％の事業が可能になるもので，建設事業へのガソリン供給的な機能を果たしてい
る。
また，「合併市町村振典のための基金造成に対する財政措置」もあり，これは，市町村単位
の地域振興・住民の一体感醸成のために行う基金造成に対し，合併特例位を95％充当すると
いうもので，元利償還金のうち 70％は後年度において普通交付税措置とされる。「地域振興，
住民の—体感醸成」という目的は予算上新しい市の名前や区の名前を冠することで容易に達成
される面もあり，歳出増の要因となり得る危険な仕掛けとなっている。
さらに，「合併推進のための建設事業に対する財政措置」というものもあり，これは，合併
重点支援地域において合併に関係する複数の市町村が連絡調整して一体的に実施する公共施設
及び公用施設の整備事業に対して合併推進債を90％充当しうるというもので，後年度におい
て普通交付税が元利償還金の50％措置されるというものである。鉄道整備事業もこの対象に
含まれる。公民館やコミュニテイセンター等のコミュニティ関連施設の新設・統廃合に関わる
事業などはこの財政措置と結びつくものである。
さいたま市の場合，以下にみるように大都市制度における財政特例と合併特例債，合併推進
債等の地方債をフルに活用した「政令指定都市に相応しい財政運営」が行われたのである。
(2) さいたま市の2003(H.15) 年度予算
さいたま市の2003(H.15) 年度予算は，一般会計ベースで3335億円，特別会計で2154.9億
円，企業会計（水道，病院）で502,8億円，合計5992.7億円で，ほぼ6000億円の規模となっ
た。
ここでは，政令指定都市移行に伴う「権限委譲への対応」「大都市制度における財政特例及
び合併支援措置の活用」という順にその額を見ていくことにするが，その前に「財政の見通し」
と「予算編成の基本方針」を簡単に確認しておくことにする。
A. さいたま市の財政見通しと予算編成の基本方針
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さいたま市は政令指定都市への移行を「市政の大きな転換期」と位置づけ，大都市としての
機能の充実強化を図る必要性を次のように説いている。
「本市は，平成15年4月に政令指定都市（以下「政令市」という。）移行が予定されており，
市政の大きな転換期を迎えようとしている。こうしたなかで，今後は政令指定都市として名実
ともに大都市としてその都市機能の充実強化を図る必要がある。」（「さいたま市平成15年度予
算の編成方針』 2003年6月）
しかしながら，「市税収入は，現下の厳しい社会経済情勢の影響により，平成14年度当初予
算額を割り込むという大変厳しい状況」（同前）であり，「一方歳出は，少子・高齢化社会へ対
応すべく各種社会福祉施策の推進，地域情報化の推進，先行政令指定都市との比較において課
題のある都市生活基盤の整備，政令指定都市移行に伴う権限移譲に加え，必置機関施設の整備
など多大な財政需要があり，政令指定都市における財政特例を活用しても，大変厳しい財政状
況が見込まれる」（同前）としている。
こうした厳しい財政環境の中で示された政令指定都市移行初年度の「予算福成の基本方針」
は，「行政改革大綱の趣旨のもと，既存事務事業の見直しと厳しい事業選択を行い，喫緊な課
題，中長期的な施策など多方面から市民ニーズの変化に対応し，かつ「最小の経背で最大の効
是を発揮できる行財政運営の確立を目指すものとする」（同前，ただし，下線は引用者によ
る）というもので，「政令指定都市移行に伴い新たに施策展開する事業のための区分を設ける
ほか，各財政需要について要求基準を定めて行うこととする」（同前）としている。関係部局
に対しても，「以上のことを留意され，更なる市民福祉の向上を図るべく，予算編成にあたら
れるようお願いする」（同前）という言葉が付された（表3-2参照）。
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表3-2 『さいたま市平成15年度予算の編成方針』別表
要求区分 内容 要求基準
1.政令市事務移譲経費
2. 政令市新規拡大等経費
3.義務的経費
1.県との確認書にある
移譲事務経費
2.その他政令指定都市関係経費
1.政令指定都市として
新たに施策展開す
る事業及び拡大事業
2. 区役所独自予算（（仮称）
亭区民まちづくり推進事業）
3. その他上記に準ずるもの
1.人件費
2.公債費
3.扶助費
4.継続費
5.債務負担行為
6. その他上記に準ずるもの
所要額
所要額
所要額
4. その他の経費 上記以外の経費 前年度の一般財源（事業の終了に
伴い平成14年度をもって当然減と
なる事業費を除く。）に，原則と
して95/100を乗じた額の範囲
（出所）さいたま市「さいたま市平成15年度予算の編成方針』別表
（注） 所要額には，具体的記載はない
B. 委譲事務拡大や財政特例の活用等による財政規模の拡大
1)政令指定都市移行に伴う「権限委譲への対応」
政令指定都市移行に伴う権限委譲は，「法令等委譲権限」と「県単独事務」に大別できる。
この順に見ていくことにする。尚，数字は概数である。
a.法令等委譲事務
①民生行政に関する事務
・児童相談所の設置，児童相談業務の実施
283.1億円
89.8億円
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•ひとり親家庭介護人派遣事務
②保健衛生行政に関する事務
・精神障害者通院医療費公費負担信施に関する決定
・犬猫の引取りに関する事務
③環境行政に関する事務
•第 2種フロン類囮収業者への指導
④都市計画・建築行政に関する事務
・街路整備
・屋外広告物条例を制定し，条例に基づき屋外広告物の規制実施
・開発審議会の立ち上げ，許可案件の審議及び不服申立ての採決等
138.6億円
0.03億円
113.5億円
⑤土木行政に関する事務 509.6億円
・直轄国道以外の国県道の応急修繕，側溝清掃，街路樹管理
・直轄国道以外の国県道の歩道整備，交差点改良事業
⑥産業・行政に関する事務 1.2億円
・計量法の事務，計量器及び特定計量器の検査，製造事業者に対する立入り検査等
の実施
・大規模小売店法の事務，大規模小売店舗の新設や変更の届出受理等
⑦文教行政に関する事務 2.3億円
•土木工事等に先立ち，埋蔵文化財包蔵地の試掘調査実施
・スクールカウンセラーを中学校に設置し，教職員・保護者への指導助言を行う
等
⑧その他の事務 11.4億円
・エイズ感染予防の普及啓発
・自動車運送業者のデイーゼルトラック・バスヘのディーゼル微粒子除去装置の装
着に対する補助
⑨埼玉県に委託する事務 1.1億円
・児童自立支援施設に関する事務
．療養手帳交付に係る判定事務
b.県単独事務
•更正相談所の整備
・中小企業支援のための財団設立
115.4億円
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・商店街の活力再生を目的とした計画策定及び計画に基づくソフト事業への補助
・児童生徒の心の悩みに対して，各中学校にさわやか相談員を配置し，相談体制
を充実等
以上見てきた政令指定都市移行に伴う権限委譲に伴う予算措置額は，「法令等委譲
権限」にかかわる 283.1億円と「県単独事務」に係る 115.4億円，合計398.5億円に達
する。この額は一般会計に対して11.9%，また予算合計に対して6.6％と大きな割合
となっており，財政規模の拡大を端的に示している。
2)大都市制度における財政特例及び合併支援措置の活用
さいたま市の2003(H.15)年度における大都市制度における財政特例及び合併支援措置の
活用の額を見ていくことにする。
a.財政特例の活用による財源の拡大
財政特例の活用による財源の拡大は以下の通りである。
く財政特例の活用による財源の拡大＞ 2003 (H.15)年度予算
① 地方譲与税 3,182 百万円（前年度比41.4％増）
② 自動車取得税交付金 2,580 百万円（前年度比43.3％増）
③ 軽油取引税交付金 7,522 百万円（皆増）
④ 普通地方交付税 25,421 百万円（前年度比137.2％増）
⑤ 宝くじ収益金 3,080 百万円（皆増）
⑥ 合併推進債 3,432 百万円（皆増）
こうした6つの財政特例のうち，皆増となっているのは新規のものであり，他の増加となっ
ている財源については，「影響額」として，地方譲与税が8.48億円，自動車取得税交付金が
8.75億円，普通交付税等が105億円となっている。
b.合併支援措置の活用
また，合併支援措置の活用としては以下の2つの措置が予算化された。
① 合併特例債 11,513 百万円（前年度比48.4％増）
合併特例債は対前年度37.5億円の増加となった。
C. 資金調達の多様化
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資金調達の多様化として，市場公募債（全国型）の発行が予算化された。
① 市場公募債 100,000 百万円（皆増）
これらの財政特例及び合併支援措置の活用の予算額は合計で133億3813万円となり，一般会
計に対し4.0%，予算合計に対し2.2％となっている。
3)一般会計予算規模の拡大
政令指定都市移行に伴う財源の拡大や県からの委譲事務等の増加により，結果的に，さいた
ま市の2003(H.15)年度予算は3335億円，対前年度12.0％という大幅な増となった（表3-3参
照）。 22の特別会計も 2つの廃止と 2つの新設を含め215.5億円，対前年度比6.2％の増となっ
た。また，企業会計も 502.8億円で，対前年度比0.9％の増，・予算額総計では7992.7億円，対前
年度比8.8％の大幅な増加となった。
表3-3 さいたま市予算 (2003年度）
会 計 名 2003年度 2002年度 比較 対比（％）
般 会 計 333, 500, 000 297, BOD, DOD 35, 70, 000 12 0 
国民健康保険事業 6, 964, 000 61, 345,000 5,619,000 9 2 
老 人 保 健 苺 業 61,179, 000 62,023,000 △ 84, 000 △ 1 4 
介 護 保 険 事 業 30,325,000 27、070、000 3,255, 000 12 0 
介護老人保健施設・ケアハウス事業 廃止 972,000 △ 972,000 皆減
特母子寡婦福祉資金貸付事業 54, 000 54, 000 皆増
市営北浦和臨時駐車場事業 38,000 43. 000 △ 5,000 △ 11 6 
市営北与野駅北口地下駐車場事業 373,000 373、000 ゜ 0. 0 交通災害共済事業 173, 000 212,000 △ 39, 000 △ 18 4 
食肉中央卸売市場及びと畜場事業 375,000 367, 000 8,000 2 2 
別 競 輪 事 業 5,196,000 5,060,000 136,000 2. 7 
用地先行取得事業 8,927,000 6, 794, 000 2,133,000 31 4 
大宮駅東口市街地再開発事業 廃止 161,000 △ 161,000 皆減
浦和駅東口駅前地区市街地再開発事業 5,760,000 3,293,000 2. 467. 000 74. 9 
会 大宮駅西口都市改造事業 232,000 4D3, ODD △ 171,000 △ 42. 4 
東浦和第一土地区画整理事業 248, 000 310,000 △ 62, 000 △ 20 0 
深作西部土地区画整理事業 189, 000 212,000 △ 23,000 △ 10 8 
北部拠点宮原土地区画整理事業 1. 779,000 1. 672、000 107,000 6 4 
東浦和第二土地区画整理事業 288, 000 190,000 98,000 51 6 
計浦和東部第一特定土地区画整理事業 248,000 252 000 △ 4,000 △ 1 6 
南与野駅西口土地区画整理事業 809, 000 1,074,000 △ 265,000 △ 24 7 
下 水 道 事 業 32,212,000 31,157,000 1,055,000 3 4 
公 償 管 理 120,000 120. 000 皆増
計 215,489,000 202, 983, 000 12,506,000 6 2 
t水 道 事 業 36,990, 199 36,452, 728 537,471 1 5 
会計病 院 事 業 13,286,000 13,397,000 △ 11. 000 △ 0 8 
合 計 59, 265、199 550, 632, 728 48,632,471 8. 8 
（出所）さいたま市『さいたま市平成15年度予算案の概要』 2003年
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(3)政令指定都市さいたま市の財政支出の特徴
1)政策方針
既にみた「甚本方針」に基づく 2003年度予算の「政策方針」は，以下の8つを内容としてい
た。
①「子育てするなら さいたま市」
②地域経済の活性化
③更なる市民の融合
④区役所制度の円滑なスタート
⑤その他市民サービスの向上
⑥委譲巾務の適切な対応
⑦大都市制度における財政特例及び合併支援拮置の積極的な活用
⑧健全な財政運営の確保
①「子育てするなら さいたま市」は文教都市浦和をイメージさせる方針であり，③「更な
る市民の融合」といったやや抽象的な方針もあるが，⑥「委託事務への適切な対応」や⑦大都
市制度における財政特例及び合併支援措四の積極的な活用」といった具体的な方針もあり，例
えば⑧「健全な財政運営の確保」は経常収支比率80%，起債制限比率15％以下の数値目標の
達成のための消費的支出の徹底的な見直しといったことをその内容としているc
また，④「区役所制度の円滑なスタート」は「区民との協働によるきめ細やかなまちつくり
を行うため，新たに区独自予算を創設する」というものであった。
では，実態はどうであったか？ここでは，オールラウンドの建設ラッシュという財政規模の
拡大に直結している側面と区民での協働にかかわるまちづくり補助事業並びに区民会議という
住民参加の側面をとりあげることにする。
l ] 6 ー一経 営 論 集ー一
2)オールラウンドの建設ラッシュ
政令指定都市に移行した2003(H.15)年度以降のさいたま市の財政支出の特徴はどこに見
出せるであろうか？
一言で言えば，それはオールラウンドの建設ラッシュであり，開発・再開発の推進である。
「政令市に相応しい事業」という名目の下，バブル経済の破綻後10余年塩漬けにされ，微
塵の変化も見せていなかった土地が俄かに動き出している。大型公共事業のラッシュの観を呈
しているのである。同時に，「生活者」たる「市民のニーズ」に合わせたコミュニティ関連施
設，特養老人ホームの建設や介護老人保健施設補助等さらには公園，緑地公園，遊歩道等，も
う一つの「開発事業」のように多くの事業が動き始めている。
また，鉄道駅周辺における高層住宅の建設ラッシュは，都市内不均衡を一層拡大させており，
鉄道におけるラッシュ，道路における渋滞，過密学級・学校の誕生等の問題を生み出し，イン
フラの整備を喫緊の課題としてきている。また，所謂「合併支援道路」はさいたま市の場合
「さいたま新都心駅」周辺において建設済みもしくは建設中であるが，コミュニティ形成のた
めの支援道路ではないから無理も無いが，高層ビルによる殺風景な町並みの引き立て役になっ
ている感があるc また，それは長年眠っていた過去の都市計画道路プラン復活への導火線的役
割を果たしているかもしれない。
これらを箇条書き風に示すと以下のようになる。
「政令市に相応しい事業」＝オールラウンドの建設ラッシュ
①市街地再開発（含む区画整理） ；道路と鉄道；新駅と周辺整備
②コミュニティ関連施設
；高層住宅 → 都市内不均衡の一層の拡大
＊合併支援道路と都市計画街路
③特養老人ホーム建設，介護老人保健施設補助等
④公図緑地公園遊歩道等
3)まちづくり補助事業一「区民会議」＝小さな仕掛けの区民参加
「区役所制度の円滑なスタート」の中の区独自予算の創設は大きな期待を生み出していた。
しかしながら，市内9区にほぽ1億円ずつ配分された独自予算は多くの区民の期待はずれに終
わっている 3 それは，予算策定への市民の参加程度が低いことによる。
さいたま市の場合，各区には，「まちづくり補助事業」ということで下記のような「区民満
足度アップ経費」「まちづくり基本経費」「まちづくり事業経費」の3つがある。
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まちづくり補助事業
①区民満足度UP経費；区民の要望に即時対応する経費
②まちづくり基本経費；区民会議，コミュニテイ会議等住民参加のまちづくり推進経
費
③まちづくり事業経費；区民要望に基づき行う事業経費
これらのうち，①区民満足度UP経費は一定金額以下の区民の要望にすぐ応えるための経費
図4-1 新市建設計画の構成
！ 序論 W 新市建設の基本方針 VI 公共施設紐合整備の基本的考え方
1 計画の位置づけ 1 新市建設の基本理念
I 「自立と参加」
2 計画策定の方針 「共生と持緩と循llJ Vl 新市の施策
． 
(1) 計回の趣旨 「承維と創造と交流J ，． 1 人と地球に儀しい快適生活環境の実現
(2) 計画の情成 (1)資源1i1環型社会システムの構築
(3) 計画の期間 2 新市の将来像 (2)安全・快適な生活基盤の襲傭
『心と自然を尊ぶ市民が築く｀人間躍勤都市』 (3)災害に弦い安全なまちづくり
(1) 協引此き出・共し劃、し遣て地を墳発の可能性ちを最大阻に
(2) ；；；き活きと創安全． 安揖心す、快る遮まに、 共に暮
一
2 市民が安心して活蘊できる人間漏祉の充
らすことができるなまち 実
n 新市の概況 (3) 多様で高次・高賃 ライフスタイルを実 (1)健康長；；日本一の碩祉都市づくり現できな文るまち
1 位置と地勢 (4) 新た 化や産菓を創造し、国内外に積 (2)市民の自立と社会参加の支揖
極應的性に豊発憶するまち
2 自然環墳 (5) 国 かな人・物・情報があふれ、活 (3)子育てに対する支jj拠に行き交うまち
3 面積
4 人口 3 将来像を実視するための基本的考え方 → 3 人格を高める文化創造と教育の充実
↓ (1) 人と地球に優しい快適生活環境の実現一 {1)生涯を通じての学びとスポーツの推進(2) 市実民が安心して活踵できる人間福祉の充 (2)地域学校教育環墳の再整備
↑ (3) 人格を高める文化創造と教育の充実＿I (3)市民文化の創造
皿 主要指標の見通し (4) 新市全体の均1liある発履のための多核型
都人市の形情成
しー1 人口 (5) 、物、 蒻が后発に行き交う独自の中 4 新市全体の均衡ある免展のための多核型枢:縫民済11填の譴立 都市の形成
(1) 目橿人口 (6) 漏足のための高次・高質な行政の措 (1)都市核及び都市拠点の整償
(2) 年齢藉層副人口 | (2)人と目然の共生による山間地の擾興
(3) 社婁人口 V 地域別整備方針 (3)訟合交通と情蠅過償ネットワークの形成
2 世帯 1 新市の地域区分 (4)渭水港の樋能向上と聾傭
2 地域ごとの整僅方針 L 5 人物、情報が活免に行き交う孜自の中
枢経済圏域の1立
{I)罰市核 (1)蛮菜構造の高度化の推進
①哀度行政櫨熊．情藉・芸術拠点としての
東静岡 (2)新産業への創菓・経営支援
②腐菓・菓務拠点としての静岡都心 (3)誇りに満ちて働く市民への支援
③海洋文化・レクリエーション拠点として
の清水都心
~ 6 市民溝足のための高次・高質な行政の撞
進
(2)都市拠点地域 ＇ (1)市民と行政のパートナーシップの確立
J 
①自然の魅力の免償拠点としての山間地は (2) 市湛民満足のための高次・高賃な行政の推
②安定した暮らしの拠点としての中山間北
域
R利便性の高い交通拠点としての西北地填
④新たな快遍生活交汲撼点としての東北地
域 Il 新市における県事業の推進
⑤憩いの拠点としての西南地域 1 静岡県の役割
⑤緑かおる文化教育拠点としての有度山地
2 新市における静岡県事集
⑦ 屯物流とマリンリゾートが丙立した清水港
地域
R快逼生活拠点としての胃郎地域
⑤人と海とのIl和を目指す潟庫線地域 L 区財政計画
（出所）静岡市『新市建設計画』
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であり，全体の80％弱を占めている。その内容は，道路緊急整備，交通安全施設修繕，下水
道施設緊急補修工事，公衆便所維持管理，排水路・防柵等緊急修繕であり，必ずしも区民の企
画・エ夫に基づく予算ではなく，従来本庁で行っていた仕事を区役所という現場に移し変えた
ものに過ぎない。
これに対し，②まちづくり基本経費は区民会議の運営支援や区コミュニテイ広報誌発行，区
の基礎調査・研究などをその内容としており，また③まちづくり事業経費は区民によるまちづ
くり事業に対する補助やガイドマップの作成・配布をその内容としている。
これらの合計金額は3000万円はどのもので，さいたま市の予算の中ではごくわずかな部分
を占めるに過きないが，例えば区議会のないさいたま市の行政区における政策提案等を行う組
織である区民会議などは「小さな仕掛けの区民参加」の一つの基盤となるものである。
4)削滅される職員数
合併や政令指定都市化は，企業における合併と同様にコスト削減を一つの目標としているこ
ともあり，職員数はトータルで増加することはなく，むしろ削減方向となる。「既存事務事業
の見直し」と「厳しい事業選択」を行い，かつ「最小の経費で最大の効果」を発揮できる行財
政運営の確立を目指すことは職員数の削減を前提条件としているかのようである。
以上見てきたように，政令指定都市さいたま市の財政運営は，大都市制度における財政特例
及び合併支援措置の積極的な活用により，大規模プロジェクトや高密度の住空間の形成による
インフラ整備の遅れを取り戻すための環境整備事業を推進し，オールラウンドの建設ラッシュ
を進める一方で，本庁と区制度という新しい仕組みの下での区独自の予算作りや事業計画の策
定，何よりも区民（市民）参加の仕組みづくりは後手になっている。さいたま市の場合，政令
指定都市化によるメリットを感じられない区民，とりわけ若い住民の中には「子育てするなら
さいたま市」という方針への懐疑が拡がり，他方において長年住み慣れてきた住民には憩いと
澗いのないまちという諦観を広げつつあるようである。
4. 『新市建設計画』と財政上の特徴
合併前の旧清水市と旧静岡市は，合併協議会において「新市建設計画］の作成や事務事業の
すり合わせ協議を行ってきた。この「新市建設計画』は，「市町村の合併の特例に関する法律」
第5条に基づく法定計画として作成され，合併新市の将来のビジョンを示し，合併是非判断材
料の一つとするものであったc 「合併後の新市の建設を，総合的かつ効果的に推進していくた
めの基本方針を定めるとともに，この方針に基づいた建設計画を策定してその実現を図ること
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により，新市の速やかな一体化を促進し，新市の均衡ある発展と市民福祉の向 tを図るもの」
（「新市建設計画l字論）としている。
「新市建設計画lの計画期間は2003年度から2012年度までの10年問であり． I序論． I新
市の概況．皿主要指標の見通し． l\• 新市建設の基本方針（甚本理念．将来f象，将来｛象実現のた
めの基本的考え方）． V地域別整備方針，＼l公共施設統合整備の基本的考え方．＼1新市の施第．
＼刊新市における県事業の推進． IX財政叶画により構成されているが．その中心内容は，新市建
設の甚本方針．基本方針を実現するための施策．公共施設の統合整備及び財政.it両である（図
41参照）。
以下では．任市建設の某本方針，某本方針を実現するための施策そして財政計画に紋って紹
介と検討を行うことにする叫
(1) 「新市建設計画』の基本方針とその実現施策
A.新市建設の基本理念と将来像
新市は面積で国内最大，人口で政令指定都市に次ぐ規校を有し，これに地理的位置，中枢拠
点性，県庁所在地などの俊位性を加味すると，軋界的な拠点としての役割を担うことが期待さ
れるとし，その理念は「自立と参加」，「共生と持綺と循環」「承継と創造と交流」としている。
また，新市建設の主役を市民とし，風格ある自立した市民一人ひとりが，それぞれの能力に
応した役割と責任を担い，活発な相互作用を繰り返しながら，社会紆済閑境の変化をとらえて
発展・進化する都市を目指していく都市の姿として新市をイメージし，その将来像を「心と自
然を弗ぶ市民が築く，人間躍動都市」としている。
B. 塞本方針を実現するための施策
将来像である「心と自然を呼ぶ市民が築く，人問躍動都市 1の実現を図るために以下のよう
な施策の体系がホされている 3
| 1．人と地球に1憂しい快適生活環楼の実現- -□ 
(1)資源循環刑社会システムの構英
(2)安全・快適な生活基盤の整備
(3)災害に強い安全なまちづくり
「三市民が安心して活躍できる人間福ネ竺竺竺戸」
(1)健康長寿日本一の福祉都市づくり
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(2)市民の自立と社会参加の支援
(3)子育てに対する支援
3. 人格を高める文化創造と教育の充実
(1)生涯を通じての学びとスポーツの推進
(2)地域学校教育環境の再整備
(3)市民文化の創造
4. 新市全体の均衡ある発展のための多核型都市の形成
(1)都市核及び都市拠点の整備
(2) 人と自然の共生による山間地の振興
(3)総合交通と情報通信ネットワークの形成
(4)清水港の機能向上と整備
5. 人，物，情報が活発に行き交う独自の中枢経済圏域の確立
(1)産業構造の高度化の推進
(2)新産業への創造・経営支援
(3)誇りに満ちて働く市民への支援
6.市民満足のための高次・高質な行政の推進
(1)市民と行政のパートナーシップの確立
(2)市民満足のための高次・高質な行政の推進
これら6つの施策のうち，財政支出という点から見て一番大きな施策は「新市全体の均衡あ
る発展のための多核型都市の形成」である。
例えば，「都市核及び都市拠点の整備」では， 3つの都市核すなわち東静岡＝高度行政機能，
情報・芸術拠点，静岡＝商業・業務拠点，清水都心＝海洋文化・レクリエーション拠点にそれ
ぞれの特性に応じた高次都市機能を集積するというもので，主要な事業と概算事業費を示すと
以下の通りである。
① 新都市基本計画の策定すなわち『都市計画マスタープラン』や総合交通体系の策定
概算事業費 1億円
② 市街地再開発事業 89.7億円
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③ 区画整理事業 169.4億円
④ JR静岡駅前広場整備事業 148.0億円
⑤ 東静岡地区新都市拠点整備事業 458.0億円
⑥ JR草薙駅周辺整備事業 54.0億円
⑦ JR.静鉄大坪相互駅整備事業 53.0億円
⑧ JR興津駅の橋上駅舎化 42.0億円
⑨ JR安倍川駅整備事業 30.0億円
⑩ JR清水駅東施設整備事業 22.7億円
⑪ 主要幹線道路の整備 440.0億円
⑫ 第二東東名SA周辺地域整備事業 18.0億円
⑬ サイバーシティの建設 34.0億円
など。
これらの合計は， 1158.8億円に達している。
これに，「人と自然の共生による山間地の振輿」「総合交通と情報通信ネットワークの形成」
「清水港の機能向上と整備」を加えた「新市全体の均衡ある発展のための多核型都市の形成」
は文字通り「重点施策」である。
それでは『新市建設計画』の財政上の特徴と問題点はどこに存するのであろうか？項を改
め，考察を進めることにする。
(2)『新市建設計画』の財政上の特徴
『新市建設計画』の財政上の特徴をみるために，ここでは『新市建設計画』 10ヵ年の平均
値と合併初年度である2003年度 (H.15)年度予算を比較するという手法をとる。
A.『新市建設計画』の財政上の特徴
『新市建設計画』の10ヵ年の合計額と2003年度 (H.15)年度予算を比較した表が表4-1であ
る。歳入と歳出別に表は作成されているが，比較結果を表の右端の欄に，『新市建設計画』に
おける 10ヵ年の平均値が2003年度予算を上回っている場合には＋を，下回っている場合には
△というように示している。
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表4-1 r新市建設計画Jの財政計画と2003年度予算との比較
歳入 (10ヵ年の合計） （単位：百万円）
区 分 金 額 平均値(10ヶ年） 2003(H.15)年度 増減（符号）
歳入額 平均値との比較
市税 1,345,000 134,500 115300 ＋ 
地方消費税交付金 82,400 8,240 7020 ＋ 
地方交付金 133,300 13,330 14330 △ 
地方特例交付金 43,900 4,390, 4160 ＋ 
国・県支出金 279,000 27,900 32175 △ 
市債 291,800 29,180 34284 △ 
その他 461,800 46,180 31931 △ 
合計 2,637,200 263,720 239200 ＋ 
歳入 (10ヵ年の合計） （単位：百万円）
区 分 金 額 平均値(10ヶ年） 2003(H.15)年度 増減（符号）
歳入額 平均値との比較
人件費 543,900 54,390 5,275 ＋ 
扶助費 281,500 28,150 2,625 ＋ 
その他 497,000 49,700 3,826 ＋ 
(1)消費的経費小計 1,322,400 132,240 117,269 ＋ 
普通建設事業費 539,000 53,900 62,176 △ 
，（2)投資的経費小計 539,000 53,900 62,270 △ 
公債費 344,800 
， 
34,480 30,379 ＋ 
その他 431,000 43,100 29,282 ＋ 
(3)その他小計 775,800 77,580 59,661 ＋ 
合計＝（1)+ (2) + (3) 2,637,200 263,720 239,200 ＋ 
（出所）『新市建設計画』と静岡市『平成15年度予算案』より筆者作成
この表4-1の比較結果をまとめたものが表4-2である。
表より，『新市建設計画』の財政上の特徴は，先ず，歳入面では，予算規模が拡大している
中で，市税を中心とする自主財源のウェイトが高まり，地方消費税交付金もアップしているこ
とがあげられる。これに対し，地方交付税や国・県支出金のウェイトは低下している。「地方
の鑑（？）」と言えるような歳入構造である。
また，歳出面では，消費的経費が人件費，扶助費などの増加によりウェイトを増し，また，
公債費も増加しているのに対し，普通建設事業費（投資的経費）は低下している。
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表4-2 「新市建設計画』の平均値と2003年度 (H.15)年度予算の比較
1)歳入面
①増加費目 ；市税，地方消費税交付金，地方特例交付金，
②減少費目 ；国・県支出金，市債l) (2004年度は上昇）
・企業会計分（上下水道事業，病院事業）と特別会計（農業集落排水事業等）は含まず
2)歳出面
①増加費目 ；人件費，扶助費，その他消費的経費，公債費，その他（繰出金等）
②減少費目 ；普通建設事業費（投資的経費）
ところで易経における「君子豹変す」という言葉があるが，それは，君子は時代の変化に合
わせて自分を素早く的確に変えていけるとの意味をなすが，その後に続く「小人（しょうじん）
は面（おもて）を革（あらた）む」は，小人も“変われる”が，それは「表面的なもの」にと
どまるという意味である。
静岡市の『新市建設計画』にも，これと同じことが言えないであろうか？ 『新市建設計画』
ば「優等生」過ぎるのである。それは，合併という目標を実現するための「説得の遵具」とい
うことなのかもしれないが，それは，合併後の予算において検証されることなる。この点を合
併2年目の2004(H.16)年度予算との比較で確認してみよう。
5.合併後静岡市（旧清水市・旧静岡市）の予算と問題点
(1) 2004 (H.16)年度予算の特徴
2004 (H.16)年度予算の特徴を歳入面と歳出面に分けて確認していくことにする。
A.歳入面
歳入面の特徴としては，①抑制された一般会計，②特別会計の大幅減，③企業会計の減少，
④自主財源の減少．⑤依存財源の大幅減という 5つを指摘しうる。これらについて，いま少し
触れておくことにしよう（表5-1参照）。
124 経営論集ー一
表5-1 2003 (H.15) • 2004年度 (H.16)年度予算（案）の概要
区 分 2004年度 2003年度
比較増減
金額 増減率
干l'J 千l' 千lり ％ 
般 会 計 245,900,000 6,700,000 2.8 
〈減税補てん債の一括償遠（｛昔換）額を除く） (231,237,100) 
239,200,000 
（△ 7,962,900) （△ 3.3) 
電気事業経営記念基金会計 773,000 803,100 △ 30,100 △ 3.7 
土地区画整理消算金会計 11,500 14,100 △ 2,600 △ 18.4 
公共用地取得事業会計 921,800 4,409,300 △ 3,487,500 △ 79.1 
特 競輪事業会計 27,926,000 50,859,000 △ 22,933,000 △ 45.1 
国民健康保険事業会計 55,891,000 55,895,000 △ 4,000 △ 0.0 
老人保健医療事業会計 50,172,000 54,528,000 △ 4,356,000 △ 8.0 
別
簡易水道事業会計 679,000 572,000 107,000 18.7 
農業集落排水事業会計 449,000 460,500 △ 11,500 △ 2.5 
会
清掃工場発電事業会計 104,800 307,000 △202,200 △ 65.9 
母子寡婦福祉資金貸付金会計 278,000 306,.000 △28,000 △ 9.2 
駐車場事業会計 327,800 1,130,200 △ 802,400 △ 71.0 
計 介護保険事業会計 31,507,000 27,376,000 4,131,000 15.1 
介護保険サービス会計 135,500 133,800 1,700 1.3 
中央卸売市場事業会計 819,000 850,000 △31,000 △ 3.6 
計 169,9.9.5,400 197,644,000 △ 27,648,600 △ 14.0 
企 病院事業会計 25,637,000 26,143,000 △ 506,000 △ 1.9 
業 水道事業会計 18,310,000 18,788,000 △ 478,000 △ 2.5 
会 下水道事業会計 39,011,000 40,074,000 △ 1,063,000 △ 2.7 
計 計 82,958,000 85,005,000 △ 2,047,000 △ 2.4 
合 計 498,853,400 
521,849,000 
△ 22,995,600 △ 4.4 
（減税補て・ん債の一括償還(1昔換）額を除く） (484,190,500) （△ 37,658,500) （△ 7.2) 
（出所）静岡市 r静岡市平成16年度予算案の概要j2004年
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①抑制された一般会計
一般会計予算はその規模が2459億円であり，前年度ほぼ横這いの2003(H. 15)年度の2392
億円に比べ，抑制されている（表5-1参照）。すなわち，対前年度比2.8％増であるc 但し，減
税補填債一括償還（借換）分を除くと△3.3％となっている。額としても 79.6億円の減である。
②特別会計の大幅減
特別会計も大幅な減少を示した。すなわち，特別会計では，対前年度比△14.0%,276億円
の減となっている（表5-1参照）。減少した会計としては，例えば，対前年度比でみて，公共用
地取得事業会計の△79.1％という顕著な減少，額にして34.9億円の減，また，競輪事業会計の
△45.i %, 229.3億円の減老人保健医療事業会計の△8.0%,43.6億円の減などである。他方
における，国民健康保険事業会計の横這い（対前年度比0.0%）と介護保険事業会計の15.1% 
の著増（同4L3億円の増）著増は『新市建設計画』における財政計画の予想と一致している。
③企業会計の減少
企業会計も大きく減少した。対前年度比でみて△2.4%, 20.5億円の減となっている（表5-1
参照）。
④自主財源の減少
自主財源も大きく減少した（表5-2参照）。対前年度比でみて△1.8%,25.5億円の減となっ
た。ただし，市税と繰越金は対照的な動きとなった。すなわち，市税の減少（△2.5%,29.0 
億円）と繰越金の著増 (50.0億円）である。
⑤依存財源の大幅減
依存財源も大幅に減少した（表5-2参照）。対前年度比でみて△5.6%, 54.1億円の大幅減で
ある。地方譲与税の増加 (61.0%, 12.0億円増）や地方消費税交付金の増加 (11.4%,8億円
増）等はあるものの，国庫支出金（△2.6%,6.6億円減）と県支出金（△14.3%, 9.6億円減）
は合計で16.2億円の減少となった。
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表5-2 2003 (H.15) • 2004年度 (H.16)年度予算（案）歳入の概要
2004年度 2003年度 比較増減
区 分
金額 溝成比 金額 構成比 金額 増減率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 
市 税 112,400,000 45.7 115,300,000 48.2 △ 2,900,000 △ 2.5 
自
分担金及び 2,633,468 1.1 2,613,551 1.1 19,917 0.8 負担金
使用料及び 5,867,887 2.4 5,815,783 2.4 52,104 0.9 手数料
主
財産収入 1,108,688 0.4 1,030,222 0.4 78,466 7.6 
財 寄 附 金 85,418 0.0 88,279 0.1 △ 2,861 △ 3.2 
繰 入 金 8,535,676 3.5 8,864,651 3.7 △ 328,975 △ 3.7 
源
繰 越 金 5,000,000 2.0 5,00,0“' 00 皆増
諸 収 入 4,804,460 2.0 9,274,568 3.9 ’△ 4,470,108 △ 48.2 
（うち競輪益金） (1,400,000) (0.6) (1,000,000) (0.4) (400,000) (40.0) 
計 140,435,597 57.1 142,987,054 59.8 △ 2,551,457 △ 1.8 
地方譲与税 3,175,000 1.3 1,972,000 0.8 1,203,000 61.0 
利子割交付金 635,000 0.3 760』000 0.3 △ 125,000 △ 16.4 
配 当 割 216,000 0.1 216,000 皆増交 付 金
株式等譲渡所得割 94,000 0.0 94,000 皆増交 付 金
依
地方消費税 7,820,000 3.2 7,020,000 2.9 800,000 11.4 交付金
ゴ ノレ フ 場 25,000 0.0 26,000 0.0 △ 1,000 △ 3.8 利用科を付金
存 特別地方
消費税交付金 100 0.0 1,000 0.0 △900 △ 90.0 
財
自動車取得税 1,405,000 0.6 1,305,000 0.6 100,000 7.7 交付金
地 方 特 例 4,000,000 1.6 4,160,000 1.7 △ 160,000 △ 3.8 交 付 金源
地方交付税 14,330,000 5.8 14,330,000 6.0 ゜ 0.0 交通安全対策 180,000 0.1 180,000 0.1 ゜ 0.0 特別交付金国庫支出金 24,821,255 10.1 25,476,757 10.7 △ 655,502 △ 2.6 
県 支 出 金 5,743,148 2.3 6,698,389 2.8 △ 955,241 △14.3 
市 債
43,019,900 17.5 34,283,800 14.3 
8,736,100 25.5 
(28,357,000) （△ 5,926,800) （△ 17.3) 
計
105,464,403 42.9 
96,212,946 40.2 
9,251,457 9.6 
(90 801 503) （△ 5 411 443) （△ 5.6) 
合 計
245,900,000 100.0 
239,200,000 100.0 
6,700,000 2.8 
(231,237,100) （△ 7,962,900) （△ 3.3) 
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B.歳出面
歳出面での特徴としては，士木費・人件費の抑制と民生費・教育費の増加を指摘しうる（表
5-3参照）。
増加費目と減少費目を列挙すると，
①増加費目 ；物件費，扶助費及び消費的経費，公債費，その他（繰出金等）
②減少費目 ；人件費，維持補修費等の消費的経費，普通建設事業費（投資的経費），
積立金
これらを，目的別（款別）にみると，
①増加費目 ；民生費，教育費，公債費，商工費等
②減少費目 ；土木費，総務費，衛生費，農林水産業費等
となっている。
表5-3 2003 (H.15) • 2004年度 (H.16)年度予算（案）歳出の状況
2004年度 2003年度 比較増減
区 分
金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率
T・l'l ％ T•1'1 ％ J・l'J ％ 
消 人 件 費 50,891,583 20.7 52,753,936 22.0 △ 1,862,353 △ 3.5 
費物 件 費 29,312,747 11.9 26,040,681 10.9 3,272,066 12.6 
的維持補修費 2,191,923 0.9 2,373,944 1.0 △ 182,021 △ 7.7 
経扶 助 費 28,563,619 11.6 26,252,650 11.0 2,310,969 8.8 
費補助費等 8,928,179 3.7 9,846,877 4.1 △918,698 △9.3 
計 119,888,051 48.8 117,268,088 49.0 2,619,963 2.2 
投 普通建設
事業費
48,908,408 19.9 62,176,495 26 0 △ 13,268,087 △21.3 
資 （公共） 9,172,535 3.7 15,782,183 66 △6,609,648 △41.9 
的 （単猿） 39,735,873 16.2 46,394,312 19.4 △6,658,439 △ 14.4 
経 災害復旧
事業費
33,000 0.0 94,140 0.0 △61,140 △64.9 
費失業対策
事業費
計 48,941,408 19.9 62,270,635 26.0 △ 13,329,227 △21.4 
債 費
45,842,316 18.6 
30,378,923 12.7 
15,463,393 50,9 
そ公 (31,179,416) (800,493) (2.6) 
積 立 金 23,722 0.0 252,953 0.1 △ 229,231 △90.6 
の
出資金・貸付金 377,392 0.2 347,390 0.2 30,002 8,6 
他繰 出 金 30,827,111 12.5 28,682,011 12.0 2,145. JOO 7.5 
計 77,070,541 31.3 59,661,277 25 0 17,409,264 29.2 
Z45,900,000 100.0 6,700,000 28 
合 計
(231,237,100) 
239,200,000 100.0 
（△ 7,962,900) （△ 3.3) 
（出所）同前
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(2) 2004 (H.16)年度予算の問題点
A. 『新市建設計画』とのズレ
2004 (H.16)年度予算の特徴は『新市建設計画』とのズレを意味してもいる。例えばそれは，
1)市税収入の予想の外れ， 2)人件費に関する予想の外れなどである。これらについていま
少し説明を加えることにしよう。
1)市税収入増の予想の外れ
市税収入については『新市建設計画』では「増」と予想していたのに対し， 2004年
度予算では「減」となっている。
2)人件費増の予想の外れ
人件費についても『新市建設計画』では，「増」と予想していたのに対し， 2004年度
予算では「減少」となった。もし職員数の自然減についての仮定に大きな狂いがなかっ
たとすれば，それは「行政改革」あるいはニュー・パブリック・マネジメントの効果で
あろうか？ 、、、、
これら市税収入増と人件費増の過大予測というズレは，『新市建設計画』における財政計画
に対する信頼性を低下させるものである。
②見え難い「政令指定都市」に向けた準備
静岡市は，合併を進めるプロセスで新市建設とりわけ「新市全体の均衡ある発展のための多
核型都市の形成」を重点課題にしてきた。この課題の実現のための予算化は2004(H.16)年
度予算からは見えてこない。「虎は爪を隠す」というが， 2004年度予算はこうしだ性格？もの
なのであろうか？
既にみたように，「政令指定都市」移行初年度である2003年度のさいたま市の予算は，対前
年度比12％の大幅な増加を示していた。静岡市も 2005年度予算において，大きな変化を見せ、、、、
ていくと思われる。そこには，『新市建設計画』の財政計画とは異なる特徴すなわち市税の減
、、、、、、、、、、、、、、、、、
収や人件費の減少に加え，普通建設事業費の増加が見えてくるかもしれない。 2004年度にお
いて見出し難かった「政令指定都市」に向けた準備ー「都市核及び都市拠点の整備」ーが始ま
るのである。
終わりに
以上4つの章にわたり，「政令指定都市」前夜の静岡市の財政を考察してきた。改めて5つに
整理しておこう。
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1.地方財政危機と「三位一体の改革」の関係においては，「地方財政危機」が創り出された
危機であることを明らかにし，地方分権改革と「三位一体の改革」の関係についても考察したc
現在，進行中の地方分権改革ば「地方構造改革」とも呼びうる統治（ガバナンス）の構造改革
であることを確認した。
2. 旧清水市・旧静岡市の財政分析では，合併直前までの1992年度～2002年度の決算分析を
行い， 1992年から 1993年度までのの相対的に健全な財政状態に比べ， 1993年度以降，財政状
態の悪化が始まり，合併直前には両市の財政状況がかなり悪化していたことを示した。
3.政令指定都市の財政として，さいたま市の2003(H.15) 年度予算を取り上げ，さいたま
市の本庁・局区制度と予算配分，政令市移行後の行政組織と予算策定プロセスをみるとともに
財政特例の活用と政令指定都市後の財源拡大のありようを確認した。その結果， さいたま市の
特徴を，「政令市に相応しい事業」という名目の下での「オールラウンドの建設ラッシュ」，
「開発・再開発の推進」であると指摘した。と同時に住民（市民）の予算策定への参加は進ん
でいないことも確認したそうした中で「まちづくり補助事業」という予算額では僅かではある
が，その決定に関する小さな仕掛けの区民参加システムである「区民会議」の存在と意義につ
いても触れた。
4. 『新市建設計画』と財政上の特徴では，予算規模が拡大している中で，歳入面では，市税
を中心とする自主財源のウェイトの上昇と地方消費税交付金のアップを想定し，他方で地方交
付税や国・県支出金のウェイトの低下を想定していること，さらに，歳出面でも，人件費，扶
助費などの増加による消費的経費のウェイトの上昇や公債費の増加を想定しているものの，普
通建設事業費（投資的経費）は低下を想定しているなど「地方の鑑（？）」と言えるような
「「新市建設計画」の優等生振り」を指摘した。
5. 合併後静岡市（旧清水市・旧静岡市）の予算と問題点では，①2004年度予算と「新市建
設計画Jとのズレ一市税と人件費増加という予想の外れと②2004年度予算が見え難い「政令
指定都市」に向けた準備ー財政規模の拡大を盛り込んでいないーという 2点を指摘した。
最後に， 2つの点を指摘し，結びとしたい。
第ーは，「政令指定都市静岡」の自治と財政決定への市民参加である。新市建設の理念は
「自立と参加」，「共生と持続と循環」「承継と創造と交流」「参加と協働の仕組みづくりと実践」
であった。政令指定都市への移行は，区制度の導入による本庁と区役所の役割分担と決定の分
担をその特徴とする。こうした役割分担により，区役所は日常的な問題の対処療法的業務を担
い，本庁は政策・計画の決定や予算の策定や最終調整という大きな権限をもっという二極化が
進みかねない。すなわち，新たに，「自治体内分権」とも呼びうる問題を提起するのである。
市民は「区民」として区役所のまちづくりの策定や政策提言に参加し，市へは「市民」とし
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て同様の働きかけを行わなければならない。言うまでもなく，本庁と区役所は予算策定プロセ
スにおいて縦の関係を有している。政令指定都市化は市民と市役所の間に区役所を設けること
で，市民と決定権をもつ本庁との距離を益々遠くする危険があり，区役所の日常的な問題の対
処療法的業務とのみ向き合うことになりかねない。これを避けるためには，議会とは異なり決
定権限をほとんど有しない小さな仕組みとはいえ，「区民会議」等の区民レベルの政策提言や
協働のための組織を通じて，財政の仕組みや予算過程を学び，予算を通じた市民参加の仕組み
を作り上げていくことは重要である。まちづくりと参加の仕組みとして「Plan → Do → 
See (Audit, Check)」と・いう予箕サイクルがしばしば引き合いに出されるが，このプロセス自
体を批判することは難しい。しかし，このプロセスを実効あらしめるためには，「予算を通じ
た市民参加の仕組み」が制度面と運営主体面でしっかりと作られる必要があり，とりわけ運営
面では市民と行政さらには自治会•町内会や商工会そしてボランティア・ NPO等による協働
の経験の積み重ねが不可欠である。
第二は，『都市計画マスタープラン』への積極的参加である。政令指定都市移行によるまち
づくりの基本は「市総合振興計画』と『都市計画マスタープラン』等にある。移行後10年間
のプランの基礎となるこれらの策定プロセスに市民を積極的に参加させ，市民のためのまちづ
くりの「対案」を提示することが必要となる。これには，ハード面での対案とソフト面での提
案そして財源（ファイナンス）を含まなければならない。
政令指定都市化は「民主主義の学校」とされる地方自治の制度面と主体面での文字通りの最
後の実験場となるのである。
(2005年3月14日脱稿）
注
1) 白藤博行「「地方構造改革」の論理と憲法の原理」『行財政研究」 56号， 2004年， 2～3頁
2) 豊島区自治基本条例区民会議『中間まとめ』 2005年1月参照
3) 清水市静岡市合併協議会「静清合併のメリット」より抜粋
合併は，最大の行政改革と言われていますが，静清合併が実現すると，次のようなメリットがありま
す。
① 組織の統合，合理化による経費の節減，行財政運営の効率化を図ることができます。
・市長は1人に，その他の特別職も削減されます。
・市議会は1つとなり，議員数も大幅に削減されます。
・総務，財務などの管理部門が統合，合理化され，住民サービスに直結した事業部門の充実がはかられ
ます。
・職員数は，適正な定員管理のもと，効率化されます。
・一元的な政策推進や財政運営により，行財政運営の効率化が図れます。
《参考》
現時点での試算では，合併による人件費の削減効果は，合併後10年間で101億円程度と推定していま
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す。
②職員の専門性を高めるとともに，行政組織の整備充実を図ることができます。
・組織の統合，合理化により生み出された人材を，高度化・専門化した分野や，新たな行政課題に投入
することができます。
•清水地区が中核市の区域となるため，新市全体で，中核市への移譲事務権限を活かした総合的な行政
サービスが展開できます。，
•本庁と総合事務所の設置により，計画部門と実施部門の役割分担や，全市的課題と地域的課題への対
応の明確化等組織力が強化できます。
・組織の規模能力の向上により，変化がめまぐるしい社会経済情勢に対して，的確に対応した組織づく
りを行なって行くことができます。
•都市のステータスの向上により，広く人材を求めることができます。
③市民の生活圏の実態に対応した地域の一体的な整備を促進していくことができます。
・両市の境界を超えた，一体的な行政施策の展開が可能となり，市民の生活実態に即した行政サービス
提供拠点の配置や管轄区域の設定ができます。
・道路交通網等交通ネットワークの一体的，総合的な整備が促進できます。
•総合的，一体的な観点から都市計画や土地利用が促進でき，各地区の個性や特色を活かした適正な機
能分担と相互依存関係が確立できます。
•上下水道等面的な基盤整備が，一体的・効率的に推進できます。
・広大な中山間地域の一体的な整備や保全が促進できます。
《参考》
平成7年の国勢調査によると，両市それぞれへの通勤通学者の合計は， 36,789人となっており，毎日，
福島県の喜多方市 (37,181人）の人口に匹敵する規模で，両市の境界を超えて，市民が行き来している
こととなります
④公共施設の一体的な利用や効率的な配置を推進していくことができます。
・両市の旧市役所を総合事務所として活用するとともに，公民館等に地域総合窓口等を設置するため，
居住地や勤務地など，より多くの場所で行政サービスを受けられます。
・図書館，公民館，保健福祉センター等を，効率的，計画的に配置できます。
•清掃工場，斎場等の必置施設の効率的利用が促進できます。
・政策推進体制の一元化により，類似施設の璽複や個々の事業の連携が図られ，効率的な事業推進が行
われます3
・両市の既存施設を市民として利用することとなるため，各施設利用のための情報が入手しやすくなる
とともに，居住地，勤務地等に合わせて利用することができます。
〈参考〉
総合事務所とは，市民サービスの面で従来の市役所と同等の機能を有する施設として整備するもので，
新市の市民は，旧静岡市役所・旧清水市役所のどちらの総合事務所でもサービスが受けられることにな
ります。
⑤ 合併特例法による財政上の特例を活かした新市建設の根幹となる事業が実施できます。
•静岡駅周辺の整備や東静岡地区の整備，清水駅周辺の整備等，新市の高次都市機能の集積に向けた，
都市核の機能向上のための事業を推進します。
・両市にまたがっている有度山を総合的に整備し，新市の一体性を確吃していきます。
•新交通システムの導入の検討を始めとした交通ネットワークの整備を推進し，新市全体の均衡ある発
展を実現します。
•上下水道や公園等生活環境の整備が促進できます。
•その他，新市全体の均衡ある発展や新市の一体性の速やかな確立に資するための事業を積極的に推進
していきます。
〈参考》
132 経営論集—――
合併特例法等による財政上の特例は，次のとおりです。
R普通交付税額の算定の特例（合併算定替） ⑤新市建設に資する事業に対する財政措置【合併特例
債を充当（充当率95%)することができるものとし，元利償還金の70％について普通交付税措置（新市
で400億円起債予定）】 c特別交付税措置等
⑥政令指定都市への移行可能性を飛躍的に高めるとともに，実現に向けた具体的な展望を開くことがで
きます
・ 70万都市という我が国有数の都市規模の実現により，民間投資の拡大や重要プロジェクトの誘致が行
われ，都市機能の飛躍的向上と情報発信力の強化が推進できます。
・首都圏と名古屋圏の中間における70万都市の誕生は，我が国の国士経営上の観点から，中枢拠点整備
のための各種投資が行われることになります。
•新市の発足後，直ちに，区制施行の準備や県との移譲事務の調整等の政令指定都市への移行に向けた
具体的準備に着手します。
〈参考》
政令指定都市とは，人口50万以上で政令で指定する市のことで，札幌市・仙台市・千葉市・川崎市・
横浜市・名古屋市・京都市・大阪市・神戸市・広島市・北九州市・福岡市の12市が，現在指定されてい
ます。このほか，平成15年4月1Hからはさいたま市が新たに加わります。
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